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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）ポリアミック酸およびポリイミドよりなる群から選択される少なくとも一種の重
合体、ならびに
（Ｂ）波長２００～４００ｎｍの光により架橋反応または異性化反応をする感光基と、エ
ポキシ基とを有する化合物
を含有することを特徴とする、液晶配向剤。
【請求項２】
　（Ｂ）化合物が、炭素数４～２０のアルキル基、炭素数１～２０のフルオロアルキル基
、シクロヘキシル基、炭素数１～２０のアルキル基を有するアルキルシクロヘキシル基も
しくはアルキルフェニル基、炭素数１～２０のフルオロアルキル基を有するフルオロアル
キルシクロヘキシル基もしくはフルオロアルキルフェニル基、４～２０のアルキルオキシ
ル基、炭素数１～２０のフルオロアルキルオキシル基、シクロヘキシルオキシル基、炭素
数１～２０のアルキルオキシル基を有するアルキルシオキシシクロヘキシル基もしくはア
ルキルオキシルフェニル基、炭素数１～２０のフルオロアルキル基を有するフルオロアル
キルシクロヘキシル基もしくはフルオロアルキルオキシルフェニル基、またはステロイド
骨格を有する炭素数１７～５１の基と、
エポキシ基と、
下記式（１）



(2) JP 5170468 B2 2013.3.27

10

20

30

【化１】

で表される基とを有する化合物である、請求項１に記載の液晶配向剤。
【請求項３】
　上記（Ｂ）化合物が、下記式（１－１）
【化２】

（式（１－１）中、Ａは下記式（Ａ－１）～（Ａ－８）のいずれかで表される基であり、
Ｗは下記式（Ｗ－１）～（Ｗ－４）のいずれかで表される基であり、Ｘは下記式（Ｘ－１
）～（Ｘ－５）のいずれかで表される４価の基であり、Ｅｐは下記式（Ｅｐ－１）または
（Ｅｐ－２）で表される基であり、ｍは１～３の整数であり、ｎは４－ｍである。）
で表される化合物である、請求項２に記載の液晶配向剤。

【化３】

（式（Ａ－１）中、ＲＩは、それぞれ独立に、炭素数４～２０のアルキル基、炭素数１～
２０のフルオロアルキル基、シクロヘキシル基、炭素数１～２０のアルキル基を有するア
ルキルシクロヘキシル基もしくはアルキルフェニル基、炭素数１～２０のフルオロアルキ
ル基を有するフルオロアルキルシクロヘキシル基もしくはフルオロアルキルフェニル基、
またはステロイド骨格を有する炭素数１７～５１の基であり、
Ｘ１は単結合、酸素原子、硫黄原子、－ＣＯＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮＨ－または－
ＣＯ－であり、Ｘ２は単結合または下記式（Ｘ２－１）～（Ｘ２－３）



(3) JP 5170468 B2 2013.3.27

10

20

30

40

【化４】

（上記式中、「＊」はこれを付した結合手がＸ１側であることを示す。）
のいずれかで表される基であり、
Ｘ３は単結合、＊－Ｏ－（ＣＨ２）ａ－、＊－Ｏ－（ＣＨ２）ａ－ＣＯ－、＊－（ＣＨ２

）ａ－ＯＣＯ－（ＣＨ２）ａ－、または下記式

【化５】

で表わされる基（ただし、ａは、それぞれ独立に、１～６の整数であり、「＊」はこれを
付した結合手が－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＯ－側であることを示す。）で表される基であり、ただ
し、隣接する２つの結合がいずれも単結合であるときには、これらをまとめて一本の単結
合であるものとする。）
【化６】

（式（Ａ－２）中、ＲＩは上記式（Ａ－１）におけるＲＩと同じ意味であり、
Ｘ４は単結合、酸素原子、硫黄原子、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮ
Ｈ－または－ＣＯ－であり、
Ｘ５は単結合またはフェニレン基であり、
Ｘ６は単結合または下記式（Ｘ６－１）
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【化７】

（式（Ｘ６－１）中、「＊」はこれを付した結合手がＸ７側であることを示す。）
で表される基であり、
Ｘ７は単結合、＊－ＯＣＯ－（ＣＨ２）ａ－、＊－ＯＣＯ－（ＣＨ２）ａ－ＣＯ－または
下記式（Ｘ７－１）
【化８】

（以上において、ａは１～６の整数であり、「＊」はこれを付した結合手がＸ６側である
ことを示す。））
で表される基であり、ただし、隣接する２つの結合がいずれも単結合であるときには、こ
れらをまとめて一本の単結合であるものとする。）

【化９】

（式（Ａ－３）中、ＲＩは上記式（Ａ－１）におけるＲＩと同じ意味である。）
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【化１０】

（式（Ａ－４）～（Ａ－６）中、ＲＩは、それぞれ、上記式（Ａ－１）におけるＲＩと同
じ意味であり、Ｘ８は、それぞれ、単結合、酸素原子、硫黄原子、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ
－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮＨ－または－ＣＯ－である。）
【化１１】

（式（Ａ－７）および（Ａ－８）中、ＲＩは、それぞれ、上記式（Ａ－１）におけるＲＩ

と同じ意味であり、Ｘ９は、それぞれ、単結合または＊－（ＣＨ２）ａ－ＣＯＯ－（ただ
し、ａは１～１０の整数であり、「＊」はこれを付した結合手が－ＣＯ－側であることを
示す。）である。）
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【化１２】

（上記式中、「＊」はこれを付した結合手がＸ側であることを示す。）
【化１３】

（上記式中、Ｙは単結合、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＣＨ２－、－Ｃ（ＣＨ３）２－または下記
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式（Ｙ－１）
【化１４】

で表される基であり、ＲＩＩは、それぞれ、フッ素原子で置換されていてもよい炭素数１
～６のアルキル基またはフッ素原子であり、ｂは０～４の整数である。）
【化１５】

【請求項４】
　（Ｂ）化合物が、化合物Ｘ－（Ｅｐ）４（ただし、ＸおよびＥｐは、それぞれ、上記式
（１－１）におけるのと同義である。）と、化合物Ａ－ＯＨ（ただし、Ａは上記式（１－
１）におけるのと同義である。）との混合物を加熱することにより得られたものである、
請求項２に記載の液晶配向剤。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の液晶配向剤から形成されてなる、液晶配向膜。
【請求項６】
　基板上に、請求項１～４のいずれか一項に記載の液晶配向剤を塗布して塗膜を形成し、
該塗膜に偏光または非偏光の放射線を放射する工程を有することを特徴とする、液晶配向
膜の形成方法。
【請求項７】
　請求項５に記載の液晶配向膜を具備してなる、液晶表示素子。
【請求項８】
　ネガ型液晶を用いる、請求項７に記載の液晶表示素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶配向剤、液晶配向膜およびその形成方法ならびに液晶表示素子に関する
。さらに詳しくは、ラビング処理を行わずに、偏光または非偏光の放射線の照射によって
液晶配向能を付与することが可能な液晶配向膜の形成に用いられる液晶配向剤、該液晶配
向剤をからほこりや静電気の発生を伴わずに液晶配向膜を形成する方法および表示品位に
優れる液晶表示素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、正の誘電異方性を有するネマチック型液晶を、液晶配向膜を有する透明電極付き
基板でサンドイッチ構造にし、必要に応じて液晶分子の長軸が基板間で０～３６０°連続
的に捻れるようにしてなる、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型、ＳＴＮ（Ｓｕ
ｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型、ＩＰＳ（Ｉｎ　Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃ
ｈｉｎｇ）型などの液晶セルを有する液晶表示素子が知られている（特開昭５６－９１２
７７号公報および特開平１－１２０５２８号公報）。
　このような液晶セルにおいては、液晶を基板面に対し所定の方向に配向させるため、基
板表面に液晶配向膜を設ける必要がある。この液晶配向膜は、通常、基板表面に形成され
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た有機膜表面をレーヨンなどの布材で一方向にこする方法（ラビング法）により形成され
ている。しかし、液晶配向膜の形成をラビング処理により行うと、工程内でほこりが発生
したり、静電気が発生したりしやすいために、配向膜表面にほこりが付着して表示不良発
生の原因となるという問題があった。特にＴＦＴ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓ
ｔｏｒ）素子を有する基板の場合には、発生した静電気によってＴＦＴ素子の回路破壊が
起こり、歩留まり低下の原因となるという問題もあった。さらに、今後ますます高精細化
される液晶表示素子においては、画素の高密度化に伴い基板表面に凹凸が生じるために、
均一にラビング処理を行うことが困難となる。
　液晶セルにおける液晶を配向させる別の手段として、基板表面に形成したポリビニルシ
ンナメート、ポリイミド、アゾベンゼン誘導体などの感光性薄膜に偏光または非偏光の放
射線を照射することにより、液晶配向能を付与する光配向法が知られている。この方法に
よれば、静電気やほこりを発生することなく、均一な液晶配向を実現することができる（
特開平６－２８７４５３号公報、特開平１０－２５１６４６号公報、特開平１１－２８１
５号公報、特開平１１－１５２４７５号公報、特開２０００－１４４１３６号公報、特開
２０００－３１９５１０号公報、特開２０００－２８１７２４号公報、特開平９－２９７
３１３号公報、特開２００３－３０７７３６号公報、特開２００４－１６３６４６号公報
および特開２００２－２５０９２４号公報）。
　ところで、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉ
ｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型などの液晶セルにおいては、液晶配向膜は、液晶分子を基
板面に対して所定の角度で傾斜配向させる、プレチルト角特性を有する必要がある。光配
向法により液晶配向膜を形成する場合においては、プレチルト角は、通常、照射する放射
線の基板面への入射方向を基板法線から傾斜させることにより付与される。
　また、上記とは別の液晶表示素子の動作モードとして、負の誘電異方性を有する液晶分
子を基板に垂直に配向させる垂直（ホメオトロピック）配向モードのＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃ
ａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）型液晶セルも知られている。この動作モードでは、基板間に
電圧を印加して液晶分子が基板に平行な方向に向かって傾く際に、液晶分子が基板法線方
向から基板面内の一方向に向かって傾くようにする必要がある。このための手段として、
例えば、基板表面に突起を設ける方法、透明電極にストライプを設ける方法、ラビング配
向膜を用いることにより液晶分子を基板法線方向から基板面内の一方向に向けてわずかに
傾けておく（プレチルトさせる）方法などが提案されている。
　前記光配向法は、垂直配向モードの液晶セルにおいて液晶分子の傾き方向を制御する方
法としても有用であることが知られている。即ち、光配向法により配向規制力およびプレ
チルト角を付与した垂直配向膜を用いることにより、電圧印加時の液晶分子の傾き方向を
均一に制御できることが知られている（特開２００３－３０７７３６号公報、特開２００
４－１６３６４６号公報、特開２００４－８３８１０号公報、特開平９－２１１４６８号
公報および特開２００３－１１４４３７号公報）。
　このように、前記光配向法により製造した液晶配向膜は、各種の液晶表示素子に有効に
適用されうるものである。しかしながら、従来の光配向膜には、大きなプレチルト角を得
るのに必要な放射線照射量が多いという問題があった。例えば、アゾベンゼン誘導体を含
有する光配向膜においては、十分なプレチルト角を得るために、その光軸が基板法線から
傾斜された放射線を、１０，０００Ｊ／ｍ２以上照射しなければならないことが報告され
ている（特開２００２－２５０９２４号公報、特開２００４－８３８１０号公報およびＪ
．ｏｆ　ｔｈｅ　ＳＩＤ　１１／３，２００３　ｐ．５７９）。
【発明の開示】
【０００３】
　本発明は上記事情に鑑みてなされたものであり、その目的は、ラビング処理を行わずに
、偏光または非偏光の放射線の照射によって液晶配向能を付与しうる液晶配向膜の形成に
用いられる液晶配向剤を提供することにある。
　本発明の別の目的は、液晶配向剤からほこりや静電気の発生を伴わずに液晶配向膜を形
成する方法を提供することにある。
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　本発明のさらに別の目的は、液晶配向性に優れる液晶配向膜および表示品位に優れる液
晶表示素子を提供することにある。
　本発明のさらに他の目的および利点は、以下の説明から明らかになろう。
　本発明によれば、本発明の上記目的および利点は、第一に、
（Ａ）ポリアミック酸およびポリイミドよりなる群から選択される少なくとも一種の重合
体、ならびに
（Ｂ）波長２００～４００ｎｍの光により架橋反応または異性化反応をする感光基と、エ
ポキシ基とを有する化合物を含有する液晶配向剤によって達成される。
　本発明の上記目的および利点は、第二に、
上記の液晶配向剤から形成されてなる液晶配向膜によって達成され、第三に、
基板上に、上記の液晶配向剤を塗布して塗膜を形成し、該塗膜に偏光または非偏光の放射
線を放射する工程を有する液晶配向膜の形成方法によって達成される。
　さらに、本発明の上記目的および利点は、第四に、
上記の液晶配向膜を具備してなる液晶表示素子によって達成される。
　以下、本発明について詳細に説明する。
　本発明の液晶配向剤は、（Ａ）ポリアミック酸およびポリイミドよりなる群から選択さ
れる少なくとも一種の重合体を含有する。
＜（Ａ）重合体＞
　上記ポリアミック酸は、テトラカルボン酸二無水物およびジアミンとの反応により合成
することができる。上記ポリイミドは、前記ポリアミック酸を脱水閉環することにより合
成することができる。
［テトラカルボン酸二無水物］
　上記ポリアミック酸の合成に用いられるテトラカルボン酸二無水物としては、例えばブ
タンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水
物、１，２－ジメチル－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，
３－ジメチル－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－ジク
ロロ－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－テト
ラメチル－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－
シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，４，５－シクロヘキサンテトラカル
ボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ジシクロヘキシルテトラカルボン酸二無水物、２
，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物、２，３，４，５－テトラヒドロ
フランテトラカルボン酸二無水物、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－（
テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１
，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－メチル－５（テトラヒ
ドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジ
オン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－エチル－５－（テトラヒドロ－
２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、
１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－７－メチル－５－（テトラヒドロ－２，５
－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３
，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－７－エチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオ
キソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ
，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－メチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－
３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，
５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－エチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フ
ラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９
ｂ－ヘキサヒドロ－５，８－ジメチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フ
ラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、ビシクロ［２．２．２］－
オクト－７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、３－オキサビシクロ［
３．２．１］オクタン－２，４－ジオン－６－スピロ－３’－（テトラヒドロフラン－２
’，５’－ジオン）、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロ－３－フラニル）－３－メチ
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ル－３－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸無水物、３，５，６－トリカルボキシ－
２－カルボキシメチルノルボルナン－２：３，５：６－二無水物、４，９－ジオキサトリ
シクロ［５．３．１．０２，６］ウンデカン－３，５，８，１０－テトラオン、下記式（
Ｔ－Ｉ）および（Ｔ－ＩＩ）

（式（Ｔ－Ｉ）および（Ｔ－ＩＩ）中、Ｒ１およびＲ３は、それぞれ、芳香環を有する２
価の有機基であり、Ｒ２およびＲ４は、それぞれ、水素原子またはアルキル基であり、複
数存在するＲ２およびＲ４はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい。）
のそれぞれで表される化合物などの脂肪族または脂環式テトラカルボン酸二無水物；
ピロメリット酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水
物、３，３’，４，４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、１，４，５，
８－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン
酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物、３，
３’，４，４’－ジメチルジフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，
４’－テトラフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－フランテトラ
カルボン酸二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルス
ルフィド二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスル
ホン二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルプロパン
二無水物、３，３’，４，４’－パーフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無水物、３
，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－ビフェ
ニルテトラカルボン酸二無水物、ビス（フタル酸）フェニルホスフィンオキサイド二無水
物、ｐ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ｍ－フェニレン－ビス（
トリフェニルフタル酸）二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４’－ジフェニ
ルエーテル二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４’－ジフェニルメタン二無
水物、エチレングリコール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、プロピレングリコール
－ビス（アンヒドロトリメリテート）、１，４－ブタンジオール－ビス（アンヒドロトリ
メリテート）、１，６－ヘキサンジオール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、１，８
－オクタンジオール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）プロパン－ビス（アンヒドロトリメリテート）、下記式（Ｔ－１）～（Ｔ－
４）
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のそれぞれで表される化合物などの芳香族テトラカルボン酸二無水物を挙げることができ
る。これらは１種単独でまたは２種以上組み合わせて用いられる。これら芳香族テトラカ
ルボン酸二無水物のベンゼン環は、一つまたは二つ以上の炭素数１～４のアルキル基（好
ましくはメチル基）で置換されていてもよい。
　上記ポリアミック酸の合成に用いられるテトラカルボン酸二無水物は、上記のうち、ブ
タンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水
物、１，３－ジメチル－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，
２，３，４－シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物、２，３，５－トリカルボキシシ
クロペンチル酢酸二無水物、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－（テトラ
ヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジ
オン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－メチル－５－（テトラヒドロ－
２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、１
，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５，８－ジメチル－５－（テトラヒドロ－２
，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、ビシ
クロ［２．２．２］－オクト－７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、
３－オキサビシクロ［３．２．１］オクタン－２，４－ジオン－６－スピロ－３’－（テ
トラヒドロフラン－２’，５’－ジオン）、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロ－３－
フラニル）－３－メチル－３－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸無水物、３，５，
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６－トリカルボキシ－２－カルボキシメチルノルボルナン－２：３，５：６－二無水物、
４，９－ジオキサトリシクロ［５．３．１．０２，６］ウンデカン－３，５，８，１０－
テトラオン、ピロメリット酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカル
ボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、
２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、１，４，５，８－ナフタレ
ンテトラカルボン酸二無水物、上記式（Ｔ－Ｉ）で表される化合物のうち下記式（Ｔ－５
）～（Ｔ－７）

のそれぞれで表される化合物、および上記式（Ｔ－ＩＩ）で表される化合物のうち下記式
（８）

で表される化合物よりなる群から選択差荒れる少なくとも１種（以下、「特定テトラカル
ボン酸二無水物」という。）と含むものであることが、形成される液晶配向膜が良好な液
晶配向性を発現させることができる観点から好ましい。
　特に好ましい特定テトラカルボン酸二無水物は、１，２，３，４－シクロブタンテトラ
カルボン酸二無水物、２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物、１，３
，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フ
ラニル）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ
－ヘキサヒドロ－８－メチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）
－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、３－オキサビシクロ［３．２．１］オ
クタン－２，４－ジオン－６－スピロ－３’－（テトラヒドロフラン－２’，５’－ジオ
ン）、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロ－３－フラニル）－３－メチル－３－シクロ
ヘキセン－１，２－ジカルボン酸無水物、３，５，６－トリカルボキシ－２－カルボキシ
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メチルノルボルナン－２：３，５：６－二無水物、４，９－ジオキサトリシクロ［５．３
．１．０２，６］ウンデカン－３，５，８，１０－テトラオン、ピロメリット酸二無水物
および上記式（Ｔ－５）で表される化合物よりなる群から選択される少なくとも１種であ
る。
　上記ポリアミック酸の合成に用いられるテトラカルボン酸二無水物は、上記の如き特定
テトラカルボン酸二無水物を、全テトラカルボン酸二無水物に対して、２０モル％以上含
有するものであることが好ましく、５０モル％以上含有するものであることがより好まし
く、特に８０モル％以上含有するものであることが好ましい。
［ジアミン］
　上記ポリアミック酸の合成に用いられるジアミンとしては、例えばｐ－フェニレンジア
ミン、ｍ－フェニレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジア
ミノジフェニルエタン、４，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、４，４’－ジアミノ
ジフェニルスルホン、３，３’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニル、４，４’－
ジアミノベンズアニリド、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、１，５－ジアミノナ
フタレン、２，２’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニル、５－アミノ－１－（４
’－アミノフェニル）－１，３，３－トリメチルインダン、６－アミノ－１－（４’－ア
ミノフェニル）－１，３，３－トリメチルインダン、３，４’－ジアミノジフェニルエー
テル、３，３’－ジアミノベンゾフェノン、３，４’－ジアミノベンゾフェノン、４，４
’－ジアミノベンゾフェノン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］
プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロ
パン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、ビス［４－（４－
アミノフェノキシ）フェニル］スルホン、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼ
ン、４，４’－ビス（４－アミノフェノキシ）ビフェニル、１，３－ビス（４－アミノフ
ェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、９，９－ビス（
４－アミノフェニル）－１０－ヒドロアントラセン、２，７－ジアミノフルオレン、９，
９－ジメチル－２，７－ジアミノフルオレン、９，９－ビス（４－アミノフェニル）フル
オレン、ビス（４－アミノ－２－クロロフェニル）メタン、２，２’，５，５’－テトラ
クロロ－４，４’－ジアミノビフェニル、２，２’－ジクロロ－４，４’－ジアミノ－５
，５’－ジメトキシビフェニル、３，３’－ジメトキシ－４，４’－ジアミノビフェニル
、４，４’－（ｐ－フェニレンジイソプロピリデン）ビスアニリン、４，４’－（ｍ－フ
ェニレンジイソプロピリデン）ビスアニリン、２，２’－ビス［４－（４－アミノ－２－
トリフルオロメチルフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、４，４’－ジアミ
ノ－３，３’－ビス（トリフルオロメチル）ビフェニル、４，４’－ジアミノ－２，２’
－ビス（トリフルオロメチル）ビフェニル、４，４’－ビス［（４－アミノ－２－トリフ
ルオロメチル）フェノキシ］－オクタフルオロビフェニル、下記式（Ｄ－１）～（Ｄ－５
）
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（式（Ｄ－４）中のｙは２～１２の整数であり、式（Ｄ－５）中のｚは１～５の整数であ
る。）
のそれぞれで表される化合物などの芳香族ジアミン；
１，１－メタキシリレンジアミン、１，３－プロパンジアミン、テトラメチレンジアミン
、ペンタメチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ヘプタメチレンジアミン、オクタ
メチレンジアミン、ノナメチレンジアミン、１，４－ジアミノシクロヘキサン、イソホロ
ンジアミン、テトラヒドロジシクロペンタジエニレンジアミン、ヘキサヒドロ－４，７－
メタノインダニレンジメチレンジアミン、トリシクロ［６．２．１．０２，７］－ウンデ
シレンジメチレンジアミン、４，４’－メチレンビス（シクロヘキシルアミン）、１，３
－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、１，４－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン
などの脂肪族または脂環式ジアミン；
２，３－ジアミノピリジン、２，６－ジアミノピリジン、３，４－ジアミノピリジン、２
，４－ジアミノピリミジン、５，６－ジアミノ－２，３－ジシアノピラジン、５，６－ジ
アミノ－２，４－ジヒドロキシピリミジン、２，４－ジアミノ－６－ジメチルアミノ－１
，３，５－トリアジン、１，４－ビス（３－アミノプロピル）ピペラジン、２，４－ジア
ミノ－６－イソプロポキシ－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－メトキシ
－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－フェニル－１，３，５－トリアジン
、２，４－ジアミノ－６－メチル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－１，３，５－ト
リアジン、４，６－ジアミノ－２－ビニル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－５－フ
ェニルチアゾール、２，６－ジアミノプリン、５，６－ジアミノ－１，３－ジメチルウラ
シル、３，５－ジアミノ－１，２，４－トリアゾール、３，８－ジアミノ－６－フェニル
フェナントリジン、１，４－ジアミノピペラジン、３，６－ジアミノアクリジン、Ｎ，Ｎ
’－ビス（４－アミノフェニル）フェニルアミン、３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ－
メチル－３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ－エチル－３，６－ジアミノカルバゾール、
Ｎ－フェニル－３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－アミノフェニル）
－ベンジジン、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－アミノフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ジメチル－ベンジジ
ン、下記式（Ｄ－Ｉ）
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（式（Ｄ－Ｉ）中、Ｒ５はピリジン、ピリミジン、トリアジン、ピペリジンおよびピペラ
ジンから選ばれる窒素原子を含む環構造を有する１価の有機基であり、Ｘ１は２価の有機
基であり、Ｒ６は炭素数１～４のアルキル基であり、ａ１は０～３の整数である。）
で表される化合物、下記式（Ｄ－ＩＩ）

（式（Ｄ－ＩＩ）中、Ｒ７はピリジン、ピリミジン、トリアジン、ピペリジンおよびピペ
ラジンから選ばれる窒素原子を含む環構造を有する２価の有機基であり、Ｘ１１は、それ
ぞれ、２価の有機基であり、複数存在するＸ１１はそれぞれ同一であっても異なっていて
もよく、Ｒ８は、それぞれ、炭素数１～４のアルキル基であり、ａ２は、それぞれ、０～
３の整数である。）
で表される化合物などの分子内に２つの一級アミノ基および該一級アミノ基以外の窒素原
子を有するジアミン；
下記式（Ｄ－ＩＩＩ）

（式（Ｄ－ＩＩＩ）中、Ｒ９は－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯ
ＮＨ－または－ＣＯ－であり、Ｒ１０はステロイド骨格、トリフルオロメチルフェニル基
、トリフルオロメトキシフェニル基およびフルオロフェニル基から選ばれる骨格もしくは
基を有する１価の有機基、または炭素数６～３０のアルキル基であり、Ｒ１１は炭素数１
～４のアルキル基であり、ａ３は０～３の整数である。）
で表される化合物などのモノ置換フェニレンジアミン；
下記式（Ｄ－ＩＶ）

（式（Ｄ－ＩＶ）中、Ｒ１２は、それぞれ、炭素数１～１２の炭化水素基であり、複数存
在するＲ１２はそれぞれ同一であっても異なっていてもよく、ｐは、それぞれ、１～３の
整数であり、ｑは１～２０の整数である。）
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などを挙げることができる。これらのジアミンは、単独でまたは２種以上組み合わせて用
いることができる。
　上記芳香族ジアミンのベンゼン環は、一つまたは二つ以上の炭素数１～４のアルキル基
（好ましくはメチル基）で置換されていてもよい。上記式（Ｄ－Ｉ）、（Ｄ－ＩＩ）およ
び（Ｄ－ＩＩＩ）におけるＲ６、Ｒ８およびＲ１１は、それぞれ、メチル基であることが
好ましく、ａ１、ａ２およびａ３は、それぞれ、０または１であることが好ましく、０で
あることがより好ましい。
　上記式（Ｄ－ＩＩＩ）におけるＲ１０のステロイド骨格とは、シクロペンタノ－ペルヒ
ドロフェナントレン核からなる骨格またはその炭素－炭素結合の一つもしくは二つ以上が
二重結合となった骨格をいう。かかるステロイド骨格を有するＲ１０の１価の有機基とし
ては、炭素数１７～５１のものが好ましく、炭素数１７～２９のものがより好ましい。ス
テロイド骨格を有するＲ１０の具体例としては、例えばコレスタン－３－イル基、コレス
タ－５－エン－３－イル基、コレスタ－２４－エン－３－イル基、コレスタ－５，２４－
ジエン－３－イル基、ラノスタン－３－イル基などを挙げることができる。
　上記ポリアミック酸を合成するために用いられるジアミンは、上記のうち、ｐ－フェニ
レンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミノジフェニルス
ルフィド、１，５－ジアミノナフタレン、２，２’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフ
ェニル、４，４’－ジアミノ－２，２’－ビス（トリフルオロメチル）ビフェニル、２，
７－ジアミノフルオレン、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、２，２－ビス［４－
（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、９，９－ビス（４－アミノフェニル）フ
ルオレン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロ
パン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、４，４’－（ｐ－
フェニレンジイソプロピリデン）ビスアニリン、４，４’－（ｍ－フェニレンジイソプロ
ピリデン）ビスアニリン、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、４，４’－
ビス（４－アミノフェノキシ）ビフェニル、１，４－ジアミノシクロヘキサン、４，４’
－メチレンビス（シクロヘキシルアミン）、１，３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサ
ン、上記式（Ｄ－１）～（Ｄ－５）のそれぞれで表される化合物、２，６－ジアミノピリ
ジン、３，４－ジアミノピリジン、２，４－ジアミノピリミジン、３，６－ジアミノアク
リジン、３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ－メチル－３，６－ジアミノカルバゾール、
Ｎ－エチル－３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ－フェニル－３，６－ジアミノカルバゾ
ール、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－アミノフェニル）－ベンジジン、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－アミ
ノフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ジメチルベンジジン、上記式（Ｄ－Ｉ）で表される化合物のう
ちの下記式（Ｄ－６）

で表される化合物、上記式（Ｄ－ＩＩ）で表される化合物のうちの下記式（Ｄ－７）
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で表される化合物、上記式（Ｄ－ＩＩＩ）で表される化合物のうちのドデカノキシ－２，
４－ジアミノベンゼン、ペンタデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、ヘキサデカノキ
シ－２，４－ジアミノベンゼン、オクタデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、ドデカ
ノキシ－２，５－ジアミノベンゼン、ペンタデカノキシ－２，５－ジアミノベンゼン、ヘ
キサデカノキシ－２，５－ジアミノベンゼン、オクタデカノキシ－２，５－ジアミノベン
ゼン、下記式（Ｄ－８）～（Ｄ－１５）
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のそれぞれで表される化合物および上記式（Ｄ－ＩＶ）で表される化合物のうちの１，３
－ビス（３－アミノプロピル）－テトラメチルジシロキサンよりなる群から選択される少
なくとも１種（以下、「特定ジアミン」という。）を含むものであることが好ましい。
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　上記ポリアミック酸を合成するために用いられるジアミンは、上記の如き特定ジアミン
を、全ジアミンに対して、２０モル％以上含むものであることが好ましく、５０モル％以
上含むものであることがより好ましく、特に８０モル％以上含むものであることがより好
ましい。
＜ポリアミック酸の合成＞
　本発明の液晶配向剤におけるポリアミック酸は、上記の如きテトラカルボン酸二無水物
とジアミンとを反応させることにより得ることができる。
　ポリアミック酸の合成反応に供されるテトラカルボン酸二無水物とジアミンとの使用割
合は、ジアミンのアミノ基１当量に対して、テトラカルボン酸二無水物の酸無水物基が０
．２～２当量となる割合が好ましく、さらに好ましくは０．８～１．２当量となる割合で
ある。
　ポリアミック酸の合成反応は、好ましくは有機溶媒中において、好ましくは－２０℃～
１５０℃、より好ましくは０～１００℃の温度条件下において、好ましくは０．１～２４
時間、より好ましくは０．５～１２時間行われる。ここで、有機溶媒としては、生成する
ポリアミック酸を溶解できるものであれば特に制限はなく、例えばＮ－メチル－２－ピロ
リドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスル
ホキシド、γ－ブチロラクトン、テトラメチル尿素、ヘキサメチルホスホルトリアミドな
どの非プロトン性極性溶媒；ｍ－クレゾール、キシレノール、フェノール、ハロゲン化フ
ェノールなどのフェノール性溶媒を挙げることができる。有機溶媒の使用量（ａ）は、テ
トラカルボン酸二無水物およびジアミン化合物の合計量（ｂ）が、反応溶液の全量（ａ＋
ｂ）に対して０．１～３０重量％になるような量であることが好ましい。なお、有機溶媒
を後述の貧溶媒と併用する場合には、上記有機溶媒の使用量（ａ）とは、有機溶媒と貧溶
媒との合計の使用量を意味するものとして理解されるべきである。
　前記有機溶媒には、ポリアミック酸の貧溶媒であるアルコール、ケトン、エステル、エ
ーテル、ハロゲン化炭化水素、炭化水素などを、生成するポリアミック酸が析出しない範
囲で併用することができる。かかる貧溶媒の具体例としては、例えばメチルアルコール、
エチルアルコール、イソプロピルアルコール、シクロヘキサノール、エチレングリコール
、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、トリエチレングリコール、エチレン
グリコールモノメチルエーテル、乳酸エチル、乳酸ブチル、アセトン、メチルエチルケト
ン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル
、メチルメトキシプロピオネート、エチルエトキシプロピオネート、シュウ酸ジエチル、
マロン酸ジエチル、ジエチルエーテル、エチレングリコールメチルエーテル、エチレング
リコールエチルエーテル、エチレングリコール－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコ
ール－ｉ－プロピルエーテル、エチレングリコール－ｎ－ブチルエーテル、エチレングリ
コールジメチルエーテル、エチレングリコールエチルエーテルアセテート、ジエチレング
リコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコ
ールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコ
ールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテー
ト、テトラヒドロフラン、ジクロロメタン、１，２－ジクロロエタン、１，４－ジクロロ
ブタン、トリクロロエタン、クロルベンゼン、ｏ－ジクロルベンゼン、ヘキサン、ヘプタ
ン、オクタン、ベンゼン、トルエン、キシレン、イソアミルプロピオネート、イソアミル
イソブチレート、ジイソペンチルエーテルなどを挙げることができる。
　有機溶媒と貧溶媒とを併用する場合、貧溶媒の使用割合は生成するポリアミック酸が析
出しない範囲で適宜に設定することができるが、溶媒の全量に対して５０重量％以下であ
ることが好ましく、４０重量％以下であることがより好ましく、さらに３０重量％以下で
あることが好ましい。
　以上のようにして、ポリアミック酸を溶解してなる反応溶液が得られる。この反応溶液
はそのまま液晶配向剤の調製に供してもよく、反応溶液中に含まれるポリアミック酸を単
離したうえで液晶配向剤の調製に供してもよく、または単離したポリアミック酸を精製し
たうえで液晶配向剤の調製に供してもよい。ポリアミック酸の単離は、上記反応溶液を大
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量の貧溶媒中に注いで析出物を得、この析出物を減圧下乾燥する方法、あるいは、反応溶
液をエバポレーターで減圧留去する方法により行うことができる。また、このポリアミッ
ク酸を再び有機溶媒に溶解し、次いで貧溶媒で析出させる方法、あるいは、エバポレータ
ーで減圧留去する工程を１回または数回行う方法により、ポリアミック酸を精製すること
ができる。
＜ポリイミド＞
　本発明の液晶配向剤におけるポリイミドは、上記の如きポリアミック酸を脱水閉環して
イミド化することにより得ることができる。
　本発明の液晶配向剤に含有されるポリイミドは、原料であるポリアミック酸が有してい
たアミック酸構造のすべてを脱水閉環した完全イミド化物であってもよく、アミック酸構
造の一部のみを脱水閉環し、アミック酸構造とイミド環構造とが併存する部分イミド化物
であってもよい。
　本発明の液晶配向剤におけるポリイミドは、イミド化率が３０％以上であることが好ま
しく、５０％以上であることがより好ましく、特に８０％以上であることが好ましい。上
記イミド化率は、ポリイミドのアミック酸構造の数とイミド環構造の数との合計に対する
イミド環構造の数の占める割合を百分率で表したものである。このとき、イミド環の一部
がイソイミド環であってもよい。かかるイミド化率は、ポリイミドの１Ｈ－ＮＭＲから知
ることができる。
　ポリアミック酸の脱水閉環は、好ましくは（ｉ）ポリアミック酸を加熱する方法により
、または（ｉｉ）ポリアミック酸を有機溶媒に溶解し、この溶液中に脱水剤および脱水閉
環触媒を添加し必要に応じて加熱する方法により行われる。
　上記（ｉ）のポリアミック酸を加熱する方法における反応温度は好ましくは５０～２０
０℃であり、より好ましくは６０～１７０℃である。反応温度が５０℃未満では脱水閉環
反応が十分に進行せず、反応温度が２００℃を超えると得られるポリイミドの分子量が低
下することがある。反応時間は好ましくは１．０～２４時間であり、より好ましくは１．
０～１２時間である。
　一方、上記（ｉｉ）のポリアミック酸の溶液中に脱水剤および脱水閉環触媒を添加する
方法において、脱水剤としては、例えば無水酢酸、無水プロピオン酸、無水トリフルオロ
酢酸などの酸無水物を用いることができる。脱水剤の使用量は、所望するイミド化率によ
るが、ポリアミック酸のアミック酸構造の１モルに対して０．０１～２０モルとするのが
好ましい。また、脱水閉環触媒としては、例えばピリジン、コリジン、ルチジン、トリエ
チルアミンなどの３級アミンを用いることができる。しかし、これらに限定されるもので
はない。脱水閉環触媒の使用量は、使用する脱水剤１モルに対して０．０１～１０モルと
することが好ましい。イミド化率は上記の脱水剤および脱水閉環剤の使用量が多いほど高
くすることができる。脱水閉環反応に用いられる有機溶媒としては、ポリアミック酸の合
成に用いられるものとして例示した有機溶媒を挙げることができる。脱水閉環反応の反応
温度は好ましくは０～１８０℃であり、より好ましくは１０～１５０℃である。反応時間
は好ましくは１．０～１２０時間であり、より好ましくは２．０～３０時間である。
　上記方法（ｉ）において得られるポリイミドは、これをそのまま液晶配向剤の調製に供
してもよく、あるいは得られるポリイミドを精製したうえで液晶配向剤の調製に供しても
よい。一方、上記方法（ｉｉ）においてはポリイミドを含有する反応溶液が得られる。こ
の反応溶液は、これをそのまま液晶配向剤の調製に供してもよく、反応溶液から脱水剤お
よび脱水閉環触媒を除いたうえで液晶配向剤の調製に供してもよく、ポリイミドを単離し
たうえで液晶配向剤の調製に供してもよく、または単離したポリイミドを精製したうえで
液晶配向剤の調製に供してもよい。反応溶液から脱水剤および脱水閉環触媒を除くには、
例えば溶媒置換などの方法を適用することができる。ポリイミドの単離、精製は、ポリア
ミック酸の単離、精製方法として上記したのと同様の操作を行うことにより行うことがで
きる。
－末端修飾型の重合体－
　本発明の液晶配向剤に含有されるポリアミック酸およびポリイミドは、それぞれ分子量
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が調節された末端修飾型の重合体であってもよい。末端修飾型の重合体を用いることによ
り、本発明の効果が損なわれることなく液晶配向剤の塗布特性などをさらに改善すること
ができる。このような末端修飾型の重合体は、ポリアミック酸を合成する際に、分子量調
節剤を重合反応系に添加することにより行うことができる。分子量調節剤としては、例え
ば酸一無水物、モノアミン化合物、モノイソシアネート化合物などを挙げることができる
。
　上記酸一無水物としては、例えば無水マレイン酸、無水フタル酸、無水イタコン酸、ｎ
－デシルサクシニック酸無水物、ｎ－ドデシルサクシニック酸無水物、ｎ－テトラデシル
サクシニック酸無水物、ｎ－ヘキサデシルサクシニック酸無水物などを挙げることができ
る。上記モノアミン化合物としては、例えばアニリン、シクロヘキシルアミン、ｎ－ブチ
ルアミン、ｎ－ペンチルアミン、ｎ－ヘキシルアミン、ｎ－ヘプチルアミン、ｎ－オクチ
ルアミン、ｎ－ノニルアミン、ｎ－デシルアミン、ｎ－ウンデシルアミン、ｎ－ドデシル
アミン、ｎ－トリデシルアミン、ｎ－テトラデシルアミン、ｎ－ペンタデシルアミン、ｎ
－ヘキサデシルアミン、ｎ－ヘプタデシルアミン、ｎ－オクタデシルアミン、ｎ－エイコ
シルアミンなどを挙げることができる。上記モノイソシアネート化合物としては、例えば
フェニルイソシアネート、ナフチルイソシアネートなどを挙げることができる。
　分子量調節剤の使用割合は、ポリアミック酸を合成する際に使用するテトラカルボン酸
二無水物およびジアミンの合計１００重量部に対して、好ましくは２０重量部以下であり
、より好ましくは１０重量部以下である。
－溶液粘度－
　以上のようにして得られるポリアミック酸およびポリイミドは、これらをそれぞれ濃度
１０重量％の溶液としたときに、２０～８００ｍＰａ・ｓの溶液粘度を持つものであるこ
とが好ましく、３０～５００ｍＰａ・ｓの溶液粘度を持つものであることがより好ましい
。
　上記重合体の溶液粘度（ｍＰａ・ｓ）は、当該重合体の良溶媒（例えばγ－ブチロラク
トン、Ｎ－メチル－２－ピロリドンなど）を用いて調製した濃度１０重量％の重合体溶液
につき、Ｅ型回転粘度計を用いて２５℃において測定した値である。
＜（Ｂ）化合物＞
　本発明の液晶配向剤に含有される（Ｂ）化合物は、波長２００～４００ｎｍの光により
架橋反応または異性化反応をする感光基と、エポキシ基とを有する化合物である。
　上記（Ｂ）化合物は、上記の性状を有する限り、特に限定されるものではないが、例え
ば、化合物が、炭素数４～２０のアルキル基、炭素数１～２０のフルオロアルキル基、シ
クロヘキシル基、炭素数１～２０のアルキル基を有するアルキルシクロヘキシル基もしく
はアルキルフェニル基、炭素数１～２０のフルオロアルキル基を有するフルオロアルキル
シクロヘキシル基もしくはフルオロアルキルフェニル基、４～２０のアルキルオキシル基
、炭素数１～２０のフルオロアルキルオキシル基、シクロヘキシルオキシル基、炭素数１
～２０のアルキルオキシル基を有するアルキルシオキシシクロヘキシル基もしくはアルキ
ルオキシルフェニル基、炭素数１～２０のフルオロアルキル基を有するフルオロアルキル
シクロヘキシル基もしくはフルオロアルキルオキシルフェニル基、またはステロイド骨格
を有する炭素数１７～５１の基と、
エポキシ基と、
下記式（１）

で表される基とを有する化合物であることができる。
　かかる（Ｂ）化合物としては、下記式（１－１）
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（式（１－１）中、Ａは下記式（Ａ－１）～（Ａ－８）のいずれかで表される基であり、
Ｗは下記式（Ｗ－１）～（Ｗ－４）のいずれかで表される基であり、Ｘは下記式（Ｘ－１
）～（Ｘ－５）のいずれかで表される４価の基であり、Ｅｐは下記式（Ｅｐ－１）または
（Ｅｐ－２）で表される基であり、ｍは１～３の整数であり、ｎは４－ｍである。）
で表される化合物であることが好ましい。

（式（Ａ－１）中、ＲＩは、それぞれ独立に、炭素数４～２０のアルキル基、炭素数１～
２０のフルオロアルキル基、シクロヘキシル基、炭素数１～２０のアルキル基を有するア
ルキルシクロヘキシル基もしくはアルキルフェニル基、炭素数１～２０のフルオロアルキ
ル基を有するフルオロアルキルシクロヘキシル基もしくはフルオロアルキルフェニル基、
またはステロイド骨格を有する炭素数１７～５１の基であり、
Ｘ１は単結合、酸素原子、硫黄原子、－ＣＯＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮＨ－または－
ＣＯ－であり、Ｘ２は単結合または下記式（Ｘ２－１）～（Ｘ２－３）

（上記式中、「＊」はこれを付した結合手がＸ１側であることを示す。）
のいずれかで表される基であり、
Ｘ３は単結合、＊－Ｏ－（ＣＨ２）ａ－、＊－Ｏ－（ＣＨ２）ａ－ＣＯ－、－（ＣＨ２）

ａ－ＯＣＯ－（ＣＨ２）ａ－、または下記式

で表わされる基（ただし、ａは、それぞれ独立に、１～６の整数であり、「＊」はこれを
付した結合手が－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＯ－側であることを示す。）で表される基であり、ただ
し、隣接する２つの結合がいずれも単結合であるときには、これらをまとめて一本の単結
合であるものとする。）
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（式（Ａ－２）中、ＲＩは上記式（Ａ－１）におけるＲＩと同じ意味であり、
Ｘ４は単結合、酸素原子、硫黄原子、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮ
Ｈ－または－ＣＯ－であり、
Ｘ５は単結合またはフェニレン基であり、
Ｘ６は単結合または下記式（Ｘ６－１）

（式（Ｘ６－１）中、「＊」はこれを付した結合手がＸ７側であることを示す。）
で表される基であり、
Ｘ７は単結合、＊－ＯＣＯ－（ＣＨ２）ａ－、＊－ＯＣＯ－（ＣＨ２）ａ－ＣＯ－または
下記式（Ｘ７－１）

（以上において、ａは１～６の整数であり、「＊」はこれを付した結合手がＸ６側である
ことを示す。））
で表される基であり、ただし、隣接する２つの結合がいずれも単結合であるときには、こ
れらをまとめて一本の単結合であるものとする。）

（式（Ａ－３）中、ＲＩは上記式（Ａ－１）におけるＲＩと同じ意味である。）
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（式（Ａ－４）～（Ａ－６）中、ＲＩは、それぞれ、上記式（Ａ－１）におけるＲＩと同
じ意味であり、Ｘ８は、それぞれ、単結合、酸素原子、硫黄原子、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ
－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮＨ－または－ＣＯ－である。）

（式（Ａ－７）および（Ａ－８）中、ＲＩは、それぞれ、上記式（Ａ－１）におけるＲＩ

と同じ意味であり、Ｘ９は、それぞれ、単結合または＊－（ＣＨ２）ａ－ＣＯＯ－（ただ
し、ａは１～６の整数であり、「＊」はこれを付した結合手が－ＣＯ－側であることを示
す。）である。）
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（上記式中、「＊」はこれを付した結合手がＸ側であることを示す。）
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（上記式中、Ｙは単結合、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＣＨ２－、－Ｃ（ＣＨ３）２－または下記
式（Ｙ－１）

で表される基であり、ＲＩＩは、それぞれ、フッ素原子で置換されていてもよい炭素数１
～６のアルキル基またはフッ素原子であり、ｂは、それぞれ、０～４の整数である。）
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　ただし、上記式（Ａ－１）～（Ａ－８）において、Ｏ－Ｏ結合ができるような置換基の
組み合わせは許容されないものとする。
　上記式（Ａ－１）～（Ａ－８）におけるＲＩの炭素数４～２０のアルキル基としては、
例えばｎ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、ｎ－デシル基
、ｎ－ドデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ－オクタデシル基、ｎ－エイコシル基などを
；
炭素数１～２０のフルオロアルキル基としては、例えばトリフルオロメチル基、パーフル
オロエチル基、３，３，３－トリフルオロプロピル基、４，４，４－トリフルオロブチル
基、４，４－５，５，５－ペンタフルオロペンチル基、４，４－５，５－６，６，６－ヘ
プタフルオロヘキシル基などを；
炭素数１～２０のアルキル基を有するアルキルシクロヘキシル基としては、例えば４－メ
チルシクロヘキシル基、４－ｎ－ブチルシクロヘキシル基、４－ｎ－ペンチルシクロヘキ
シル基、４－ｎ－ヘキシルシクロヘキシル基などを；
炭素数１～２０のアルキル基を有するアルキルフェニル基としては、例えば４－ｎ－ブチ
ルシクロヘキシル基、４－ｎ－ペンチルフェニル基などを；
炭素数１～２０のフルオロアルキル基を有するフルオロアルキルシクロヘキシル基として
は、例えば４－トリフルオロメチルシクロヘキシル基などを；
炭素数１～２０のフルオロアルキル基を有するフルオロアルキルフェニル基としては、例
えば４－トリフルオロメチルフェニル基などを、それぞれ挙げることができる。
　ＲＩにおけるステロイド骨格とは、シクロペンタノ－ペルヒドロフェナントレン核から
なる骨格またはその炭素－炭素結合の一つもしくは二つ以上が二重結合となった骨格をい
う。かかるステロイド骨格を有するＲＩの１価の有機基としては、炭素数１７～２９のも
のが好ましい。ステロイド骨格を有するＲＩの具体例としては、例えばコレスタン－３－
イル基、コレスタ－５－エン－３－イル基、コレスタ－２４－エン－３－イル基、コレス
タ－５，２４－ジエン－３－イル基、ラノスタン－３－イル基などを挙げることができる
。
　上記式（Ｘ－１）における二つの窒素原子は、それぞれメタ位またはパラ位にあること
が；
上記式（Ｘ－２）における二つの窒素原子は、それぞれ４，４’－位にあることが；
上記式（Ｘ－３）における二つの窒素原子は、それぞれ１，３－位または１，４－位にあ
ることが；
上記式（Ｘ－４）における二つのＮ－置換メチレン基は、それぞ１，３－位または１，４
－位にあることが；
上記式（Ｘ－５）における二つのＮ－置換メチレン基は、それぞれメタ位またはパラ位に
あることが、それぞれ好ましい。
　上記の如き（Ｂ）化合物は、例えば化合物Ｘ－（Ｅｐ）４（ただし、ＸおよびＥｐは、
それぞれ、上記式（１－１）におけるのと同義である。）と、化合物Ａ－ＯＨ（ただし、
Ａは上記式（１－１）におけるのと同義である。）との混合物を、好ましくは適当な有機
溶媒中、所望により触媒の存在下に加熱することにより合成することができる。
　化合物Ｘ－（Ｅｐ）４の具体例としては、基Ｘが上記式（Ｘ－１）であらわされるもの
として、例えば下記式（Ｘ－１－１）および（Ｘ－１－２）のそれぞれで表される化合物
などを；
基Ｘが上記式（Ｘ－２）であらわされるものとして、例えば下記式（Ｘ－２－１）～（Ｘ
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－２－６）のそれぞれで表される化合物などを；
基Ｘが上記式（Ｘ－３）であらわされるものとして、例えば下記式（Ｘ－３－１）および
（Ｘ－３－２）のそれぞれで表される化合物などを；
基Ｘが上記式（Ｘ－４）であらわされるものとして、例えば下記式（Ｘ－４－１）および
（Ｘ－４－２）のそれぞれで表される化合物などを；
基Ｘが上記式（Ｘ－５）であらわされるものとして、例えば下記式（Ｘ－５－１）および
（Ｘ－５－２）のそれぞれで表される化合物などを、それぞれ挙げることができる。
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　化合物Ａ－ＯＨの例としては、基Ａが上記式（Ａ－１）で表されるものとして、例えば
下記式（Ａ－１－１）～（Ａ－１－３０）のそれぞれで表される化合物などを；
基Ａが上記式（Ａ－２）で表されるものとして、例えば下記式（Ａ－２－１）～（Ａ－１
－１５）のそれぞれで表される化合物などを；
基Ａが上記式（Ａ－３）で表されるものとして、例えば下記式（Ａ－３－１）～（Ａ－３
－４２）のそれぞれで表される化合物などを；
基Ａが上記式（Ａ－４）で表されるものとして、例えば下記式（Ａ－４－１）～（Ａ－４
－３）のそれぞれで表される化合物などを；
基Ａが上記式（Ａ－５）で表されるものとして、例えば下記式（Ａ－５－１）で表される
化合物などを；
基Ａが上記式（Ａ－６）で表されるものとして、例えば下記式（Ａ－６－１）で表される
化合物などを；
基Ａが上記式（Ａ－７）で表されるものとして、例えば下記式（Ａ－７－１）で表される
化合物などを；
基Ａが上記式（Ａ－８）で表されるものとして、例えば下記式（Ａ－８－１）および（Ａ
－８－２）のそれぞれで表される化合物などを、それぞれ挙げることができる。
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（上記式において、ＲＩは、それぞれ、上記式（１－１）におけるＲＩと同義であり、ａ
は、それぞれ、上記式（Ａ－１）におけるＸ３、（Ａ－２）におけるＸ７または（Ａ－８
）におけるＸ９の定義中に現れるａと同義である。）
　上記式（Ａ－３－１）～（Ａ－３－４２）において、ベンゼン環の両側の二重結合は、
それぞれトランス体として描かれているが、双方ともシス体の化合物および片方がトラン
ス体でもう片方がシス体である化合物も同様に開示されていると理解されるべきである。
　これらのうち、上記式（Ａ－１－１）、（Ａ－１－２）、（Ａ－１－３、）（Ａ－１－
４）、（Ａ－１－２７）、（Ａ－３－１）～（Ａ－３－７）、（Ａ－３－１２）～（Ａ－
３－１８）、（Ａ－３－２６）～（Ａ－３－２９）、（Ａ－３－３６）～（Ａ－３－３９
）および（Ａ－４－１）のそれぞれで表される化合物が、生産性ならびに形成される液晶
配向膜の液晶配向性およびＵＶ吸収性の点から好ましい。
　上記の如き化合物Ａ－ＯＨは、有機化学の定法を適宜に組み合わせることにより、合成
することができる。
　例えば上記式（Ａ－１－１）で表される化合物は、例えばマロン酸とＲＩに相当するア
ルキル基を有するベンズアルデヒドとをピペラジンなどの適当な塩基の存在下で加熱して
反応させることにより得ることができる。
　上記式（Ａ－１－２）で表される化合物は、例えばヒドロキシ桂皮酸とＲＩに相当する
アルキル基を有するハロゲン化アルキルとを、炭酸カリウムなどの適当な塩基の存在下で
加熱して反応させた後、水酸化ナトリウムなどの適当な塩基を含有するアルカリ水溶液で
加水分解することにより得ることができる。
　上記式（Ａ－１－３）で表される化合物は、例えばＲＩに相当するアルキル基を有する
安息香酸誘導体を塩化チオニルで酸クロライドとした後、これを炭酸カリウムなどの適当
な塩基の存在下でヒドロキシ桂皮酸と０℃～室温の温度で反応させることにより得ること
ができる。
　上記式（Ａ－１－４）で表される化合物は、例えばヒドロキシ安息香酸メチルとＲＩに
相当するアルキル基を有するハロゲン化アルキルまたはトシル化アルキルとを、炭酸カリ
ウムなどの適当な塩基存在下で室温～１００℃の温度で反応させた後、水酸化ナトリウム
などの適当な塩基を含有するアルカリ水溶液で加水分解し、さらにこれを塩化チオニルに
より酸クロリドとした後、炭酸カリウムなどの適当な塩基の存在下でヒドロキシ桂皮酸と
０℃～室温の温度で反応させることにより得ることができる。
　上記式（Ａ－１－２７）で表される化合物は、例えばＲＩに相当するアルキル基を有す
る４－アルキルシクロヘキシルカルボン酸を塩化チオニルにより酸クロリドとしたものを
、炭酸カリウムなどの適当な塩基存在下でヒドロキシ桂皮酸と０℃～室温の温度で反応さ
せることにより得ることができる。
　上記式（Ａ－２－１）で表される化合物は、例えばヨードフェノールとＲＩに相当する
アルキルを有するアルキルアクリレートとを、パラジウム触媒を用いるカップリング反応
（この反応は、一般に「Ｈｅｃｋ反応」といわれている。）により得ることができる。
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　上記式（Ａ－２－６）で表される化合物は、上記式（Ａ－２－１）で表される化合物に
、下記式

（上記式中、ａは上記式（Ａ－２－６）におけるのと同じ意味である。）
で表される化合物を付加させることにより得ることができる。
　上記式（Ａ－３－１）～（Ａ－３－４２）で表される化合物は、それぞれ例えば４－ブ
ロモ桂皮酸または４－ブロモ桂皮酸クロリドと、所望の基を有するアルコール、フェノー
ル、ハロゲン化アルキル、ハロゲン化アリールまたはアルキルアミンとを反応させて４－
ブロモ桂皮酸エステルとした後、これにヘック反応によりアクリル酸を付加することによ
って、合成することができる。
　上記式（Ａ－４－１）で表される化合物は、例えば所望の基ＲＩを有するこはく酸無水
物誘導体と４－アミノ桂皮酸とを、酢酸中で還流するか、あるいはトルエンまたはキシレ
ン中で硫酸、トリエチルアミンなどの適当な触媒の存在下に還流する方法により合成する
ことができる。
　上記式（Ａ－４－２）で表される化合物は、例えば所望の基ＲＩを有するヨウ化アルキ
ルまたは臭化アルキルとリンゴ酸のメチルエステルまたはエチルエステルとを酸化銀など
の適当な触媒の存在下で反応させてエーテルとした後、これをアルカリで加水分解し、さ
らに無水酢酸で脱水閉環して基ＲＩ－Ｏ－を有する酸無水物誘導体としたうえで、これを
原料として上記の式（Ａ－４－１）で表される化合物の合成と同様の方法により合成する
ことができる。
　上記式（Ａ－４－３）で表される化合物は、例えばマレイミドに所望の基ＲＩを有する
アルキルチオールをマイケル付加した後、マレイミドを加水分解し、次いで脱水閉環した
うえで、これを原料として上記の式（Ａ－４－１）で表される化合物の合成と同様の方法
により合成することができる。
　上記式（Ａ－５－１）で表される化合物は、例えば無水トリメリット酸の水素添加物を
塩化チオニルにより酸塩化物とし、これと所望の基ＲＩを有するアルコールとを例えばト
リエチルアミンなどの適当な塩基の存在下で反応させてエステルとしたうえで、これを原
料として上記の式（Ａ－４－１）で表される化合物の合成と同様の方法により合成するこ
とができる。
　上記式（Ａ－６－１）で表される化合物は、例えばヒドロキシフタル酸無水物を脱水閉
環した後、これと４－アミノ桂皮酸とを、酢酸中で還流するか、あるいはトルエンもしく
はキシレン中で硫酸、トリエチルアミンなどの適当な触媒の存在下に還流する方法にイミ
ド化合物を合成した後、これとＲＩに相当するアルキル基を有するハロゲン化物とを、炭
酸カリウムなどの塩基存在下で反応させることにより得ることができる。
　上記式（Ａ－７－１）で表される化合物は、例えば４－ニトロ桂皮酸と、所望の基ＲＩ

を有するアルキルハライドとを、炭酸カリウムなどの適当な塩基の存在下で反応させてエ
ステルとした後、これを塩化すずなどにより還元してニトロ基をアミノ基に変換して中間
体を得た後、この中間体を、シクロヘキサントリカルボン酸無水物とともに酢酸中で還流
するか、あるいはトルエンまたはキシレン中でトリエチルアミンなどの適当な触媒の存在
下に還流する方法により合成することができる。
　上記式（Ａ－８－１）で表される化合物は、上記の式（Ａ－７－１）で表される化合物
の合成において、シクロヘキサントリカルボン酸無水物の代わりに無水トリメリット酸を
用いるほかは上記の式（Ａ－７－１）で表される化合物の合成と同様にして合成すること
ができる。
　上記式（Ａ－８－２）で表される化合物は、例えば４－ニトロ桂皮酸と所望の基ＲＩを
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有するアルキルハライドとを、炭酸カリウムなどの適当な塩基の存在下に反応させてエス
テルとした後、これを塩化すずなどにより還元してニトロ基をアミノ基として中間体を得
た後、この中間体を無水ヒドロキシフタル酸とともに、酢酸中で還流するか、あるいはト
ルエンまたはキシレン中でトリエチルアミンなどの適当な触媒の存在下に還流し、さらに
その生成物に無水こはく酸を付加する方法により合成することができる。
　化合物Ｘ－（Ｅｐ）４と化合物Ａ－ＯＨとの反応に際しては、化合物Ｘ－（Ｅｐ）４の
１モルに対し、化合物Ａ－ＯＨが好ましくは１～３モル、より好ましくは１～２モル使用
される。
　化合物Ｘ－（Ｅｐ）４と化合物Ａ－ＯＨとの反応の際に使用することのできる有機溶媒
としては、非プロトン性有機溶媒を好ましく使用することができ、その具体例としては、
例えばＮ－メチル－２－ピロリドン、γ－ブチロラクトン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、テトラメチル尿素、ヘキサ
メチルホスホルトリアミドなどを挙げることができるが、液晶配向剤の溶媒として用いる
有機溶媒と同じ有機溶媒を使用することが、液晶配向剤調製の便宜の観点から好ましい。
液晶配向剤の有機溶媒として混合溶媒を用いる場合には、混合溶媒を構成する有機溶媒の
うちの一種を選択して有機溶媒とすることが好ましい。
有機溶媒の使用割合は、固形分濃度（化合物Ｘ－（Ｅｐ）４と化合物Ａ－ＯＨとの合計重
量が反応溶液中に占める割合）が１重量％以上となるような割合とすることが好ましく、
この値が５～５０重量％となるような割合とすることがより好ましい。
　化合物Ｘ－（Ｅｐ）４と化合物Ａ－ＯＨとの反応の際に使用することのできる触媒とし
ては、例えば塩基を挙げることができ、具体的にはイミダゾール、テトラブチルアンモニ
ウムブロミドなどを挙げることができる。触媒の使用割合は、化合物Ｘ－（Ｅｐ）４の１
００重量部に対して、好ましくは２０重量部以下であり、より好ましくは５重量部以下で
ある。
　反応温度は、好ましくは２０～２５０℃であり、より好ましくは５０～１８０℃である
。反応時間は、好ましくは０．１～２４時間であり、より好ましくは１～６時間である。
　かくして得られる上記式（１－１）で表される化合物は、単一の化合物として一種のみ
を用いてもよく、上記式（１－１）におけるＡ、Ｄ、ＸおよびＥｐの種類ならびにｍおよ
びｎの値の一つ以上が相違する二つ以上の化合物を混合して用いてもよい。
　本発明の液晶配向剤における（Ｂ）化合物の使用割合としては、（Ａ）重合体の１００
重量部に対して１～２００重量部であることが好ましく、５～１００重量部であることが
より好ましい。
＜その他の成分＞
　本発明の液晶配向剤は、上記の如き（Ａ）重合体および（Ｂ）化合物を必須の成分とし
て含有するものであるが、さらに必要に応じてその他の成分を含有することができる。か
かるその他の成分としては、例えば感熱性架橋剤、官能性シラン化合物などを挙げること
ができる。
　上記感熱性架橋剤は、形成される液晶配向膜のプレチルト角の安定性および膜強度をよ
り向上するために本発明の液晶配向剤に含有されることができる、かかる感熱性架橋剤と
しては、例えば一分子中に２個以上のエポキシ基を有する化合物（ただし、（Ｂ）化合物
に該当するものを除く。以下、「エポキシ化合物」という。）などを挙げることができ、
その具体例として例えば上記式（Ｘ－１－１）、（Ｘ－１－２）、（Ｘ－２－１）～（Ｘ
－２－６）、（Ｘ－３－１）、（Ｘ－３－２）、（Ｘ－４－１）、（Ｘ－４－２）、（Ｘ
－５－１）および（Ｘ－５－２）のそれぞれで表される化合物、エチレングリコールジグ
リシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコー
ルジグリシジルエーテル、トリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ポリプロピ
レングリコールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、
１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、ト
リメチロールプロパントリグリシジルエーテル、２，２－ジブロモネオペンチルグリコー
ルジグリシジルエーテル、Ｎ，Ｎ，－ジグリシジル－ベンジルアミン、Ｎ，Ｎ－ジグリシ
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ジル－アミノメチルシクロヘキサン、Ｎ，Ｎ－ジグリシジル－シクロヘキシルアミンなど
を好ましいものとして挙げることができる。本発明の液晶配向剤におけるエポキシ化合物
の使用割合は、（Ａ）重合体１００重量部に対して、好ましくは４０重量部以下であり、
より好ましくは２５重量部以下である。
　上記官能性シラン化合物は、形成される液晶配向膜と基板との接着性をより向上する目
的で本発明の液晶配向剤に含有されることができる、かかる官能性シラン化合物としては
、例えば３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラ
ン、２－アミノプロピルトリメトキシシラン、２－アミノプロピルトリエトキシシラン、
Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノ
エチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリメト
キシシラン、３－ウレイドプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－エトキシカルボニル－３－
アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－エトキシカルボニル－３－アミノプロピルトリ
エトキシシラン、Ｎ－トリエトキシシリルプロピルトリエチレントリアミン、Ｎ－トリメ
トキシシリルプロピルトリエチレントリアミン、１０－トリメトキシシリル－１，４，７
－トリアザデカン、１０－トリエトキシシリル－１，４，７－トリアザデカン、９－トリ
メトキシシリル－３，６－ジアザノニルアセテート、９－トリメトキシシリル－３，６－
ジアザノニルアセテート、９－トリエトキシシリル－３，６－ジアザノニルアセテート、
９－トリメトキシシリル－３，６－ジアザノナン酸メチル、９－トリエトキシシリル－３
，６－ジアザノナン酸メチル、Ｎ－ベンジル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、
Ｎ－ベンジル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロ
ピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、グリ
シドキシメチルトリメトキシシラン、グリシドキシメチルトリエトキシシラン、２－グリ
シドキシエチルトリメトキシシラン、２－グリシドキシエチルトリエトキシシラン、３－
グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラ
ンなどを挙げることができる。本発明の液晶配向剤における官能性シラン化合物の使用割
合は、（Ａ）重合体１００重量部に対して、好ましくは２重量部以下であり、より好まし
くは０．２重量部以下である。
＜液晶配向剤＞
　本発明の液晶配向剤は、上記の如き（Ａ）重合体および（Ｂ）化合物を必須の成分とし
て含有し、さらに任意的に上記その他の成分を含有することができ、好ましくはこれらの
成分が溶媒に溶解された状態で調製される。
　本発明の液晶配向剤に使用することのできる溶媒としては、上記各成分を溶解しかつこ
れらと反応しない有機溶媒が好ましく、その例として例えばポリアミック酸の合成に用い
られるものとして上記に例示した有機溶媒などを挙げることができる。ポリアミック酸の
合成に用いられるものとして例示した貧溶媒を併用してもよい。これら有機溶媒は、単独
でまたは２種以上組み合わせて使用することができる。好ましい溶媒組成は、上記の溶媒
を組み合わせて得られる組成であって、液晶配向剤中で各成分が析出せず、且つ液晶配向
剤の表面張力が２５～４０ｍＮ／ｍの範囲となるような組成である。
　本発明の液晶配向剤における固形分濃度（液晶配向剤中の溶媒以外の成分の合計重量が
液晶配向剤の全重量に占める割合）は、粘性、揮発性などを考慮して適宜に選択されるべ
きであるが、好ましくは１～１０重量％の範囲である。すなわち、本発明の液晶配向剤は
、基板表面に塗布され、液晶配向膜となる塗膜を形成するが、固形分濃度が１重量％未満
である場合には、この塗膜の膜厚が過小となって良好な液晶配向膜を得難くなる場合があ
る。一方、固形分濃度が１０重量％を超える場合には、塗膜の膜厚が過大となって良好な
性能を有する液晶配向膜を得難くなる場合があり、また、液晶配向剤の粘性が大きすぎ、
塗布性が不足する場合がある。
　特に好ましい固形分濃度の範囲は、基板に液晶配向剤を塗布する際に採用する塗布方法
によって異なる。例えばスピンナー法による場合には１．５～４．５重量％の範囲が特に
好ましい。印刷法による場合には、固形分濃度を３～９重量％の範囲とし、それにより、
溶液粘度を１２～５０ｍＰａ・ｓの範囲とするのが特に好ましい。インクジェット法によ
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る場合には、固形分濃度を１～５重量％の範囲とし、それにより、溶液粘度を３～１５ｍ
Ｐａ・ｓの範囲とするのが特に好ましい。
　本発明の液晶配向剤を調製する際の温度は、好ましくは０℃～１００℃であり、より好
ましくは１０℃～４０℃である。
＜液晶配向膜＞
　次に、本発明の液晶配向膜の形成方法について述べる。
　本発明の液晶配向膜の形成方法は、基板上に、上記の液晶配向剤を塗布して塗膜を形成
し、該塗膜に偏光または非偏光の放射線を放射する工程を有するものである。
　先ず基板上に本発明の液晶配向剤を塗布し、次いで塗布面を加熱することにより基板上
に塗膜を形成する。
　ＴＮ型、ＳＴＮ型またはＶＡ型液晶表示素子を製造する場合、パターニングされた透明
導電膜が設けられている基板二枚を一対として、その各透明性導電膜形成面上に、本発明
の液晶配向剤を、好ましくはオフセット印刷法、スピンコート法またはインクジェット印
刷法によりそれぞれ塗布し、次いで、各塗布面を加熱することにより塗膜を形成する。こ
こに、基板としては、例えばフロートガラス、ソーダガラスなどのガラス；ポリエチレン
テレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエーテルスルホン、ポリカーボネー
ト、ポリ（脂環式オレフィン）などのプラスチックからなる透明基板を用いることができ
る。基板の一面に設けられる透明導電膜としては、酸化スズ（ＳｎＯ２）からなるＮＥＳ
Ａ膜（米国ＰＰＧ社登録商標）、酸化インジウム－酸化スズ（Ｉｎ２Ｏ３－ＳｎＯ２）か
らなるＩＴＯ膜などを用いることができ、パターニングされた透明導電膜を得るには、例
えばパターンなし透明導電膜を形成した後フォト・エッチングによりパターンを形成する
方法、透明導電膜を形成する際に所望のパターンを有するマスクを用いる方法などによる
ことができる。液晶配向剤の塗布に際しては、基板表面および透明導電膜と塗膜との接着
性をさらに良好にするために、基板表面のうち塗膜を形成するべき面に、官能性シラン化
合物、官能性チタン化合物などを予め塗布する前処理を施しておいてもよい。
　液晶配向剤塗布後、塗布した配向剤の液垂れ防止などの目的で、好ましくは予備加熱（
プレベーク）が実施される。プレベーク温度は、好ましくは３０～２００℃であり、より
好ましくは４０～１５０℃であり、特に好ましくは４０～１００℃である。プレベーク時
間は好ましくは０．２５～１０分であり、より好ましくは０．５～５分である。その後、
溶剤を完全に除去することなどを目的として焼成（ポストベーク）工程が実施される。こ
の焼成（ポストベーク）温度は、好ましくは８０～３００℃であり、より好ましくは１２
０～２５０℃である。ポストベーク時間は好ましくは５～２００分であり、より好ましく
は１０～１００分である。本発明の液晶配向剤に含有される（Ａ）重合体が、アミック酸
構造を有するものである場合には、上記の加熱によってアミック酸構造の脱水閉環を進行
させてよりイミド化された塗膜としてもよい。
　形成される塗膜の膜厚は、好ましくは０．００１～１μｍであり、より好ましくは０．
００５～０．５μｍである。
　一方、ＩＰＳ型液晶表示素子を製造する場合、櫛歯型にパターニングされた透明導電膜
が設けられている基板の導電膜形成面と、導電膜が設けられていない対向基板の一面とに
、本発明の液晶配向剤を好ましくはオフセット印刷法、スピンナー法またはインクジェッ
ト印刷法によってそれぞれ塗布し、次いで各塗布面を加熱することにより塗膜を形成する
。
　このとき使用される基板および透明導電膜の材質、透明導電膜のパターニング方法、基
板の前処理、液晶配向剤を塗布した後の加熱方法ならびに形成される塗膜の好ましい膜厚
については上記ＴＮ型、ＳＴＮ型またはＶＡ型液晶表示素子を製造する場合と同様である
。
　上記のようにして形成された塗膜に対し、次いで直線偏光もしくは部分偏光された放射
線または無偏光の放射線を照射し、場合によってさらに１５０～２５０℃の温度で好まし
くは１～１２０分間加熱処理を行うことにより、塗膜に液晶配向能を付与して液晶配向膜
とする。ここで、放射線としては、例えば１５０ｎｍ～８００ｎｍの波長の光を含む紫外
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線および可視光線を用いることができるが、３００ｎｍ～４００ｎｍの波長の光を含む紫
外線が好ましい。用いる放射線が直線偏光または部分偏光している場合には、照射は基板
面に垂直の方向から行っても、プレチルト角を付与するために斜め方向から行ってもよく
、また、これらを組み合わせて行ってもよい。無偏光の放射線を照射する場合には、照射
の方向は斜め方向である必要がある。斜め方向から照射する場合の照射角度としては、塗
膜の法線に対して２０～７０°であることが好ましく、さらに好ましくは３０～６０°で
ある。
　使用する光源としては、例えば低圧水銀ランプ、高圧水銀ランプ、重水素ランプ、メタ
ルハライドランプ、アルゴン共鳴ランプ、キセノンランプ、エキシマーレーザーなどを使
用することができる。上記の好ましい波長領域の紫外線は、前記光源を、例えばフィルタ
ー、回折格子などと併用する手段などにより得ることができる。
　放射線の照射量としては、好ましくは１Ｊ／ｍ２以上１０，０００Ｊ／ｍ２未満であり
、より好ましくは１００～３，０００Ｊ／ｍ２である。なお、従来知られている液晶配向
剤から形成された塗膜に光配向法により液晶配向能を付与する場合、１０，０００Ｊ／ｍ
２以上の放射線照射量が必要であった。しかし本発明の液晶配向剤を用いると、光配向法
の際の放射線照射量が３，０００Ｊ／ｍ２以下、さらに１，０００Ｊ／ｍ２以下であって
も良好な液晶配向性を付与することができ、液晶表示素子の製造コストの削減に資する。
　このようにして形成された液晶配向膜は、これを例えば垂直配向型の液晶表示素子に用
いる場合、従来知られている液晶配向膜に比べて液晶の応答速度が速いという利点を有す
る。
＜液晶表示素子＞
　次に、本発明の液晶表示素子について説明する。
　本発明の液晶表示素子は、本発明の液晶配向剤から形成された液晶配向膜を具備するも
のである。
　本発明の液晶表示素子は、上記のようにして液晶配向膜が形成された基板を一対（２枚
）準備し、これらを対向配置した間隙に液晶を配置してなる液晶セルの両側外面に偏光板
を配置することにより製造することができる。
　液晶セルを製造するには、例えば以下の２つの方法が挙げられる。
　第一の方法は、従来から知られている方法である。先ず、それぞれの液晶配向膜が対向
するように間隙（セルギャップ）を介して２枚の基板を対向配置し、２枚の基板の周辺部
をシール剤を用いて貼り合わせ、基板表面およびシール剤により区画されたセルギャップ
内に液晶を注入充填した後、注入孔を封止することにより、液晶セルを製造することがで
きる。
　第二の方法は、ＯＤＦ（Ｏｎｅ　Ｄｒｏｐ　Ｆｉｌｌ）方式と呼ばれる手法である。液
晶配向膜を形成した２枚の基板のうちの一方の基板上の所定の場所に例えば紫外光硬化性
のシール材を塗布し、さらに液晶配向膜面上に液晶を滴下した後、液晶配向膜が対向する
ように他方の基板を貼り合わせ、次いで基板の全面に紫外光を照射してシール剤を硬化す
ることにより、液晶セルを製造することができる。
　いずれの方法による場合でも、上記のようにして製造した液晶セルにつき、さらに、用
いた液晶が等方相をとる温度まで加熱した後、室温まで徐冷することにより、液晶注入時
の流動配向を除去することが望ましい。
　そして、液晶セルの外側表面に偏光板を貼り合わせることにより、本発明の液晶表示素
子を得ることができる。
　ここに、シール剤としては、例えば硬化剤およびスペーサーとしての酸化アルミニウム
球を含有するエポキシ樹脂などを用いることができる。
　前記液晶としては、例えばネマティック型液晶、スメクティック型液晶などを用いるこ
とができ、これらのうちネマティック型液晶が好ましい。ＶＡ型液晶セルの場合、負の誘
電異方性を有するネマティック型液晶が好ましく、例えばジシアノベンゼン系液晶、ピリ
ダジン系液晶、シッフベース系液晶、アゾキシ系液晶、ビフェニル系液晶、フェニルシク
ロヘキサン系液晶などが用いられる。ＴＮ型液晶セルまたはＳＴＮ型液晶セルの場合には
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ェニルシクロヘキサン系液晶、エステル系液晶、ターフェニル系液晶、ビフェニルシクロ
ヘキサン系液晶、ピリミジン系液晶、ジオキサン系液晶、ビシクロオクタン系液晶、キュ
バン系液晶などが用いられる。これらの液晶に、例えばコレスチルクロライド、コレステ
リルノナエート、コレステリルカーボネートなどのコレステリック液晶；商品名Ｃ－１５
、ＣＢ－１５（メルク社製）として販売されているようなカイラル剤；ｐ－デシロキシベ
ンジリデン－ｐ－アミノ－２－メチルブチルシンナメートなどの強誘電性液晶などを、さ
らに添加して使用してもよい。
　液晶セルの外表面に貼り合わされる偏光板としては、ポリビニルアルコールを延伸配向
させながら、ヨウ素を吸収させた「Ｈ膜」と称される偏光膜を酢酸セルロース保護膜で挟
んだ偏光板またはＨ膜そのものからなる偏光板を挙げることができる。
【実施例】
【０００４】
　以下、本発明を実施例によりさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に制
限されるものではない。
合成例１（化合物（Ａ－１－２－１）の合成）
　下記スキーム１

に従って化合物（Ａ－１－２－１）を合成した。
　１Ｌのナス型フラスコに、ｐ－ヒドロキシ桂皮酸８２ｇ、炭酸カリウム３０４ｇおよび
Ｎ－メチル－２－ピロリドン４００ｍＬを仕込み、室温で１時間撹拌を行った後、１－ブ
ロモペンタン１６６ｇを加えて１００℃で５時間撹拌した。その後、減圧にて溶剤を留去
した。ここに、水酸化ナトリウム４８ｇおよび水４００ｍＬを加えて３時間還流して加水
分解反応を行った。反応終了後、反応系を塩酸で中和し、生じた沈殿を回収してエタノー
ルで再結晶することにより、下記式（Ａ－１－２－１）で表される化合物の白色結晶を８
０ｇ得た。
合成例２（化合物（Ａ－１－２－２）の合成）
　上記合成例１において、１－ブロモペンタンの代わりに１－ヨード－４，４，４－トリ
フロロブタンの２６２ｇを用いたほかは合成例２と同様にして実施し、下記式（Ａ－１－
２－２）
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で表される化合物（化合物（Ａ－１－２－２））の白色粉末を８５ｇ得た。
合成例３（化合物（Ａ－１－４－１）の合成）
　下記スキーム２

に従って、化合物（Ａ－１－４－１）を合成した。
（化合物（Ａ－１－４－１Ａ）の合成）
　１Ｌのナス型フラスコに、４－ヒドロキシ安息香酸メチル９１．３ｇ、炭酸カリウム１
８２．４ｇおよびＮ－メチル－２－ピロリドン３２０ｍＬを仕込み、室温で１時間撹拌を
行った後、１－ブロモペンタン９９．７ｇを加え１００℃で５時間撹拌下に反応を行った
。反応終了後、水で再沈殿を行った。次に、この沈殿に水酸化ナトリウム４８ｇおよび水
４００ｍＬを加えて３時間還流して加水分解反応を行った。反応終了後、塩酸で中和し、
生じた沈殿をエタノールで再結晶することにより化合物（Ａ－１－４－１Ａ）の白色結晶
を１０２ｇ得た。
（化合物（Ａ－１－４－１）の合成）
　この化合物（Ａ－１－４－１Ａ）のうちの５２ｇを反応容器中にとり、これに塩化チオ
ニル２００ｍＬおよびＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド０．２ｍＬを加えて８０℃で１時間
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撹拌した。次に、減圧下で塩化チオニルを留去し、塩化メチレンを加えて炭酸水素ナトリ
ウム水溶液で洗浄し、有機層を硫酸マグネシウムで乾燥し、濃縮を行った後、テトラヒド
ロフランを加えて溶液とした。
　次に、上記とは別の５００ｍＬ三口フラスコに、４－ヒドロキシ桂皮酸３７ｇ、炭酸カ
リウム６９ｇ、テトラブチルアンモニウム２．４ｇ、テトラヒドロフラン２５０ｍＬおよ
び水５００ｍＬを仕込んだ。この水溶液を氷冷し、化合物（Ａ－１－４－１Ａ）と塩化チ
オニルとの反応物を含有する上記テトラヒドロフラン溶液をゆっくり滴下し、さらに２時
間撹拌を行った。反応終了後、塩酸を加えて中和し、酢酸エチルで抽出した後、硫酸マグ
ネシウムで乾燥し、濃縮を行った後、エタノールで再結晶することにより、化合物（Ａ－
１－４－１）の白色結晶を４５ｇ得た。
合成例４（化合物（Ａ－１－４－２）の合成）
　下記スキーム３

に従って、化合物（Ａ－１－４－２）を合成した。
（化合物（Ａ－１－４－２Ａ）の合成）
　１Ｌのナス型フラスコに４－ヒドロキシ安息香酸メチル８２ｇ、炭酸カリウム１６６ｇ
およびＮ、Ｎ－ジメチルアセトアミド４００ｍＬを仕込み、室温で１時間撹拌を行った後
、１，１，１－トリフルオロ－４－ヨードブタン９５ｇを加え室温で５時間撹拌下に反応
を行った。反応終了後、水で再沈殿を行った。次に、この沈殿に水酸化ナトリウム３２ｇ
および水４００ｍＬを加えて４時間還流して加水分解反応を行った。反応終了後、塩酸で
中和し、生じた沈殿をエタノールで再結晶することにより化合物（Ａ－１－４－２Ａ）の
白色結晶を８０ｇ得た。
（化合物（Ａ－１－４－２）の合成）
　この化合物（Ａ－１－４－２Ａ）のうちの４６．４ｇを反応容器中にとり、これに塩化
チオニル２００ｍＬおよびＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド０．２ｍＬを加えて８０℃で１
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トリウム水溶液で洗浄し、硫酸マグネシウムで乾燥し、濃縮を行った後、テトラヒドロフ
ランを加えて溶液とした。
　次に、上記とは別の２Ｌ三口フラスコに４－ヒドロキシ桂皮酸３６ｇ、炭酸カリウム５
５ｇ、テトラブチルアンモニウム２．４ｇ、テトラヒドロフラン２００ｍＬおよび水４０
０ｍＬを仕込んだ。この水溶液を氷冷し、化合物（Ａ－１－４－２Ａ）と塩化チオニルと
の反応物を含有する上記テトラヒドロフラン溶液をゆっくり滴下し、さらに２時間撹拌を
行った。反応終了後、塩酸を加えて中和し、酢酸エチルで抽出した後、硫酸マグネシウム
で乾燥し、濃縮を行った後、エタノールで再結晶することにより、桂皮酸誘導体（Ａ－１
－４－２）の白色結晶を３９ｇ得た。
合成例５
　下記スキーム４

に従って、化合物（Ａ－４－１－１）を合成した。
　還流管、窒素導入管およびディーンスターク管を備えた１Ｌのナスフラスコに、デシル
こはく酸無水物７２ｇ、４－アミノ桂皮酸４９ｇ、トリエチルアミン７０ｍＬ、トルエン
５００ｍＬおよびテトラヒドロフラン２００ｍＬを仕込んで３６時間還流下に反応を行っ
た。反応終了後、反応混合物を希塩酸および水で順次に洗浄を行った後、硫酸マグネシウ
ムで乾燥し、濃縮を行った後、エタノールおよびテトラヒドロフランの混合溶剤で再結晶
を行うことにより、化合物（Ａ－４－１－１）の白色結晶を７２ｇ得た。
合成例６
　下記スキーム５
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に従って、化合物（Ａ－５－１－１）を合成した。
（化合物（Ａ－５－１－１ａ）の合成）
　還流管を備えた２Ｌのナスフラスコに、１，２，４－シクロヘキサントリカルボン酸無
水物１９８ｇ、塩化チオニル５００ｍＬおよびＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド２ｍＬを仕
込み、８０℃で１時間還流下に反応を行った。反応終了後、減圧で塩化チオニルを除去し
、残存物に塩化メチレンを加え、有機層を飽和炭酸水素ナトリウム水溶液および水で順次
に洗浄を行った後、硫酸マグネシウムで乾燥し、濃縮、乾固した後、テトラヒドロフラン
５００ｍＬを加えた。
　一方、滴下ロート、温度計および窒素導入管を備えた３Ｌの三口フラスコに４，４－５
，５，５－ペンタフルオロペンタノール１７８ｇ、ピリジン１６０ｍＬおよびテトラヒド
ロフラン１．５Ｌを仕込み、氷浴で冷却した。ここに、上述の１，２，４－シクロヘキサ
ントリカルボン酸無水物と塩化チオニルとの反応物を含有するテトラヒドロフラン溶液を
ゆっくり滴下した後、室温でさらに４時間撹拌して反応を行なった。反応終了後、酢酸エ
チルにより抽出を行なった。有機層を水洗し、硫酸マグネシウムで乾燥した後、シリカカ
ラムで精製することで化合物（Ａ－５－１－１ａ）を２６８ｇを得た。
（化合物（Ａ－５－１－１）の合成）
　ディーンスターク管を備えた２００ｍＬのナスフラスコに上記で得た化合物（Ａ－５－
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１－１ａ）２４１ｇ、４－アミノ桂皮酸１０９ｇ、トリエチルアミン１９０ｍＬ、４－ジ
メチルアミノピリジン１６ｇ、トルエン１Ｌおよびテトラヒドロフラン２Ｌを仕込み、２
４時間還流下に反応を行った。反応終了後、反応混合物を希塩酸水および水で洗浄した。
有機層を硫酸マグネシウムで乾燥した後、メタノールで再結晶することにより、化合物（
Ａ－５－１－１）を７８ｇ得た。
合成例７
　下記スキーム６

に従って、化合物（Ａ－６－１－１）を合成した。
（化合物（Ａ－６－１－１ａ）の合成
　還流管、ディーンスターク管および窒素導入管を備えた２Ｌの三口フラスコに、５－ヒ
ドロキシフタル酸９０ｇおよびジエチルベンゼン５００ｍＬを仕込んで１時間還流を行っ
た。続いて、ここに４－アミノ桂皮酸８０ｇおよびテトラヒドロフラン５００ｍＬを加え
て１２時間還流下に反応を行った。反応終了後、反応混合物を希塩酸および水で順次に洗
浄し、さらに硫酸マグネシウムで乾燥、濃縮した後、酢酸エチルとテトラヒドロフランの
混合溶剤で再結晶することにより化合物（Ａ－６－１－１ａ）を９５ｇ得た。
（化合物（Ａ－６－１－１）の合成）
　５００ｍＬのナス型フラスコに、上記で得た化合物（Ａ－６－１－１ａ）を７５ｇ、炭
酸カリウム７０ｇおよびＮ－メチル－２－ピロリドン１５０ｍＬを仕込み、室温で１時間
撹拌を行った後、４，４，４トリフルオロ－１－ヨードブタン５９ｇを加えて室温で２４
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時間撹拌した。反応終了後、水を１Ｌ加えて沈殿を回収した。この沈殿につき、酢酸エチ
ルおよびヘキサンを溶出媒として用いてシリカカラムで精製した後、溶媒を除去すること
により化合物（Ａ－６－１－１）を５０ｇ得た。
合成例８
　下記スキーム７

に従って、化合物（Ａ－７－１－１）を合成した。
（化合物（Ａ－７－１－１ａ）の合成）
　温度計および窒素導入管を備えた３００ｍＬの三口フラスコに、４－ニトロ桂皮酸９．
７ｇ、４，４，４－トリフルオロ－１－ヨードブタン１２ｇ、炭酸カリウム１４ｇおよび
１－メチル－２－ピロリドン１５０ｍＬを仕込み、５０℃で１時間撹拌して反応を行なっ
た。反応終了後、反応混合物に酢酸エチルを加えて抽出した。有機層を水洗し、硫酸マグ
ネシウムで乾燥した後、濃縮し、さらに溶媒を除去することにより、化合物（Ａ－７－１
－１ａ）を１４ｇ得た。
（化合物（Ａ－７－１－１ｂ）の合成）
　温度計および窒素導入管を備えた３００ｍＬの三口フラスコに、上記で得た化合物（Ａ
－７－１－１ａ）１４ｇ、塩化すず２水和物５３ｇおよびエタノール１５０ｍＬを仕込み
、７０℃で１時間撹拌して反応を行った。反応終了後、反応混合物を氷水に注ぎ、２Ｍの
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水酸化ナトリウム水溶液で中和し、酢酸エチルを加えた後に沈殿物を除去した。ろ液に酢
酸エチルを加えて抽出して有機層を得た。この有機層を水洗し、硫酸マグネシウムで乾燥
し、濃縮し、さらに溶媒を除去することにより、化合物（Ａ－７－１－１ｂ）を１２ｇ得
た。
（化合物（Ａ－７－１－１）の合成）
　還流管および窒素導入管を備えた２００ｍＬのナスフラスコに、上記で得た化合物（Ａ
－７－１－１ｂ）１２ｇ、１，２，４－シクロヘキサントリカルボン酸無水物８．７ｇお
よび酢酸１００ｍＬを仕込み、１時間還流下に反応を行った。反応終了後、反応混合物を
酢酸エチルにより抽出して有機層を得た。この有機層を水洗し、硫酸マグネシウムで乾燥
した後、濃縮して溶媒を除去し、酢酸エチルおよびヘキサンからなる混合溶剤で再結晶を
行うことにより、化合物（Ａ－７－１－１）の白色結晶を１１ｇ得た。
合成例９
　下記スキーム８

に従って、化合物（Ａ－３－２６）を合成した。
（化合物（ｉ）（４－ブロモケイヒ酸クロリド）の合成）
　１０７ｇ（０．４７モル）の４－ブロモケイヒ酸を、８３ｇの塩化チオニル中で４時間
還流して、赤色透明溶液を得た。次に、未反応の塩化チオニルを留去した後、残渣をトル
エンから再結晶し、ｎ－ヘキサンで洗浄することにより、化合物（ｉ）の白色結晶８５ｇ
（収率７４％）を得た。
（化合物（ｉｉ）（４－ブロモケイヒ酸（４－アミルシクロヘキシル））の合成）
　２５．０ｇ（０．１４７モル）の４－アミルシクロヘキサノールを２５ｍＬのピリジン
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３．３ｇ（０．１７６モル）を３５０ｍＬのピリジンに懸濁させた液を滴下し、さらに３
時間反応を行った。得られた反応混合物（懸濁液）を、１．３ｋｇの塩酸酸性氷水に投入
し、生じた沈殿を、ろ別し、水洗し、乾燥することにより、化合物（ｉｉ）の粗製物（ク
リーム色粉末）の５０ｇ（収率８５％）を得た。
（化合物（Ａ－３－２６）の合成）
　上記で得た化合物（ｉｉ）の粗製物５０ｇ、０．２８ｇ（１．２５ミリモル）の酢酸パ
ラジウムおよび１．５２ｇ（５ミリモル）のトリ（ｏ－トリル）ホスフィンの混合物に、
窒素雰囲気下、１２５ｍＬ（０．９モル）の乾燥トリエチルアミンを加えて反応を行った
。化合物（ｉｉ）の粗製物が完全に溶解した後、１０．８ｇ（０．１５モル）のアクリル
酸をシリンジで注入し、さらに９５℃で２時間反応を継続した。得られた暗緑色の反応混
合物を１．３ｋｇの塩酸酸性氷水に投入し、生じた沈殿をろ取により回収した。この沈殿
を５００ｍＬの酢酸エチルに溶解し、１Ｎの塩酸および５重量％の炭酸水素ナトリウム溶
液で順次に洗浄した後、有機層を回収して硫酸マグネシウムで乾燥し、溶媒を留去して化
合物（Ａ－３－２６）の粗製物（黄色固体）５６ｇを得た。この粗製物をエタノールから
再結晶することにより、化合物（Ａ－３－２６）の黄色粉末３０ｇ（収率５５％）を得た
。
合成例１０～１６
　上記合成例９において、４－アミルシクロヘキサノールの代わりに、第１表に記載の化
合物を０．１４７ｍｏｌずつそれぞれ用いたほかは上記実施例５と同様に実施することに
より、上記式（Ａ－３－１）～（Ａ－３－７）のそれぞれで表される化合物（ただし、ベ
ンゼン環の両側の二重結合は、いずれもトランス体である。以下、これらの化合物をそれ
ぞれ化合物（Ａ－３－１）～（Ａ－３－７）という。）を合成した。
【表１】

合成例１７～２４
　上記合成例９～１６において、４－ブロモケイヒ酸の代わりに、２－フルオロ－４－ブ
ロモケイヒ酸を０．４７ｍｏｌずつそれぞれ用いたほかは上記実施例５～１２と同様に実
施することにより、上記式（Ａ－３－３６）および（Ａ－３－１２）～（Ａ－３－１８）
のそれぞれで表される化合物（ただし、いずれもベンゼン環の両側の二重結合は、それぞ
れトランス体である。以下、これらの化合物をそれぞれ化合物（Ａ－３－３６）または化
合物（Ａ－３－１２）～（Ａ－３－１８）という。）を合成した。
合成例２５
　下記スキーム９
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に従って、化合物（Ａ－２－１４－１）を合成した。
　１Ｌの三口フラスコに、４－ヒドロキシアセトフェノン２７．２ｇ、炭酸カリウム２７
．６ｇ、ヨウ化カリウム１．０ｇおよびアセトン５００ｍＬを仕込み、室温で３０分間撹
拌を行った後、１－ブロモペンタン３０．２ｇを加え、窒素雰囲気下で５時間還流下に反
応を行った。反応終了後、反応溶液を水に投入し、生成物を沈殿させた。生じた沈殿を回
収し、アセトンで再結晶することにより、４－ペンチルオキシアセトフェノン（化合物（
Ａ－２－１４－１Ａ））の白色結晶３５ｇを得た。
　５００ｍＬの三口フラスコに、上記で得た４－ペンチルオキシアセトフェノンのうちの
２０．６ｇ、４－ホルミル安息香酸１５．０ｇ、水酸化ナトリウム８．０ｇおよびエタノ
ール１５０ｍＬをとり、６時間還流下に反応を行った。反応後終了後、室温まで放冷した
後、２００ｍＬの水を加え、均一になるまで攪拌して溶液を得た。得られた溶液を１Ｌの
ビーカーにとり、これを攪拌しつつ、ｐＨが７以下になるまで濃塩酸を滴下した。生じた
沈殿を回収し、エタノールで再結晶することにより、４－カルボキシ－４’－ペンチルオ
キシカルコン（化合物（Ａ－２－１４－１））の白色結晶２５ｇを得た。
合成例２６
　上記合成例２５おいて、１－ブロモペンタンの代わりに１－ヨード－４，４，４－トリ
フロロブタン４７．６ｇを用いたほかは合成例１と同様にして実施し、下記式（Ａ－２－
１４－２）
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で表される化合物（化合物（Ａ－２－１４－２））の白色粉末　２８ｇを得た。
合成例２７
　下記スキーム１０

に従って、化合物（Ａ－１－２９－１）を合成した。
　１Ｌの三口フラスコに４－ヒドロキシベンズアルデヒド２４．４ｇ、炭酸カリウム２７
．６ｇ、ヨウ化カリウム１．０ｇおよびアセトン５００ｍＬを仕込み、室温で３０分間撹
拌を行った後、１－ブロモペンタン３０．２ｇを加え、窒素雰囲気下で５時間還流下に反
応を行った。反応終了後、反応溶液を水に投入し、生成物を沈殿させた。生じた沈殿を回
収し、アセトンで再結晶することにより、４－ペンチルオキシベンズアルデヒド（化合物
（Ａ－１－２９－１Ａ）の白色結晶３３ｇを得た。
　５００ｍＬの三口フラスコに、上記で得た４－ペンチルオキシベンズアルデヒドのうち
の１９．２ｇ、４－アセチル安息香酸１６．４ｇ、水酸化ナトリウム８．０ｇおよびエタ
ノール１５０ｍＬをとり、６時間還流下に反応を行った。反応終了後、室温まで放冷した
後、２００ｍＬの水を加え、これを均一になるまで攪拌して溶液を得た。得られた溶液を
１Ｌのビーカーにとり、これを攪拌しつつ、ｐＨが７以下になるまで濃塩酸を滴下した。
生じた沈殿を回収し、エタノールで再結晶することにより、４－ペンチルオキシ－４’－
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合成例２８
　上記合成例２７において、１－ブロモペンタンの代わりに１－ヨード－４，４，４－ト
リフロロブタン４７．６ｇを用いたほかは合成例２７と同様にして実施し、下記式（Ａ－
１－２９－２）

で表される化合物（化合物（Ａ－２－２９－２））の白色粉末３０ｇを得た。
＜上記式（Ｂ）で表される化合物の合成＞
実施例１
　温度計、撹拌機および窒素導入管を備えた５００ｍＬの三口フラスコに、化合物Ａ－Ｏ
Ｈとして上記合成例１で得た化合物（Ａ－１－２－１）２３．４ｇ（０．１０モル）、化
合物Ｘ－（Ｅｐ）４として上記式（Ｘ－２－４）で表される化合物４７．１ｇ（０．１０
モル）およびＮ－メチル－２－ピロリドン１８８．４ｇを仕込み（固形分濃度２７重量％
）、窒素気流下、１４０℃において５時間反応を行うことにより、化合物（Ｂ－１）を含
有する溶液を得た。
　なお、上記溶液について液体クロマトグラフィ（ＯＤＳカラム、アセトニトリル：水＝
８０：２０）を測定することにより、使用した化合物（Ａ－１－２－１）がすべて消費さ
れたことを確認した。
実施例２～４０
　化合物Ａ－ＯＨおよび化合物Ｘ－（Ｅｐ）４として、それぞれ第２表に記載の種類およ
び量を使用し、Ｎ－メチル－２－ピロリドンの使用量を調製したほかは上記実施例１と同
様に固形分濃度を各２７重量％として反応を行い、化合物（Ｂ－２）～（Ｂ－４０）をそ
れぞれ含有する溶液を得た。
　各溶液についてそれぞれ液体クロマトグラフィ（ＯＤＳカラム、アセトニトリル：水＝
８０：２０）を測定することにより、実施例２～４０のすべてにおいて使用した化合物Ａ
－ＯＨがすべて消費されたことを確認した。
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　上記第２表において、化合物Ａ－ＯＨおよび化合物Ｘ－（Ｅｐ）４の略称は、それぞれ
以下の意味である。
（化合物Ａ－ＯＨ）
　Ａ－１－２－１：上記合成例１で得た化合物（Ａ－１－２－１）
　Ａ－１－２－２：上記合成例２で得た化合物（Ａ－１－２－２）
　Ａ－１－４－１：上記合成例３で得た化合物（Ａ－１－４－１）
　Ａ－１－４－２：上記合成例４で得た化合物（Ａ－１－４－２）
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　Ａ－７－１－１：上記合成例５で得た化合物（Ａ－７－１－１）
　Ａ－５－１－１：上記合成例６で得た化合物（Ａ－５－１－１）
　Ａ－６－１－１：上記合成例７で得た化合物（Ａ－６－１－１）
　Ａ－７－１－１：上記合成例８で得た化合物（Ａ－７－１－１）
　Ａ－３－２６：上記合成例９で得た化合物（Ａ－３－２６）
　Ａ－３－１：上記合成例１０で得た化合物（Ａ－３－１）
　Ａ－３－２：上記合成例１１で得た化合物（Ａ－３－２）
　Ａ－３－３：上記合成例１２で得た化合物（Ａ－３－３）
　Ａ－３－４：上記合成例１３で得た化合物（Ａ－３－４）
　Ａ－３－５：上記合成例１４で得た化合物（Ａ－３－５）
　Ａ－３－６：上記合成例１５で得た化合物（Ａ－３－６）
　Ａ－３－７：上記合成例１６で得た化合物（Ａ－３－７）
　Ａ－３－３６：上記合成例１７で得た化合物（Ａ－３－３６）
　Ａ－３－１２：上記合成例１８で得た化合物（Ａ－３－１２）
　Ａ－３－１３：上記合成例１９で得た化合物（Ａ－３－１３）
　Ａ－３－１４：上記合成例２０で得た化合物（Ａ－３－１４）
　Ａ－３－１５：上記合成例２１で得た化合物（Ａ－３－１５）
　Ａ－３－１６：上記合成例２２で得た化合物（Ａ－３－１６）
　Ａ－３－１７：上記合成例２３で得た化合物（Ａ－３－１７）
　Ａ－３－１８：上記合成例２４で得た化合物（Ａ－３－１８）
　Ａ－２－１４－１：上記合成例２５で得た化合物（Ａ－２－１４－１）
　Ａ－２－１４－２：上記合成例２６で得た化合物（Ａ－２－１４－２）
　Ａ－１－２９－１：上記合成例２７で得た化合物（Ａ－１－２９－１）
　Ａ－１－２９－２：上記合成例２８で得た化合物（Ａ－１－２９－２）
（化合物Ｘ－（Ｅｐ）４）
　Ｘ－２－４：上記式（Ｘ－２－４）で表される化合物
　Ｘ－４－２：上記式（Ｘ－４－２）で表される化合物
　Ｘ－５－２：上記式（Ｘ－５－２）で表される化合物
　Ｘ－１－１：上記式（Ｘ－１－１）で表される化合物
　Ｘ－２－１：上記式（Ｘ－２－１）で表される化合物
　Ｘ－２－２：上記式（Ｘ－２－２）で表される化合物
＜ポリアミック酸の合成＞
合成例２９
　テトラカルボン酸二無水物として１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無
水物１９．６ｇ（０．１モル）およびジアミンとして２，２’－ジメチル－４，４’－ジ
アミノビフェニル２１．２ｇ（０．１モル）をＮ－メチル－２－ピロリドン３６７ｇに溶
解し、４０℃で３時間反応を行うことにより、ポリアミック酸（ＰＡ－１）を１０重量％
含有する溶液４０７ｇを得た。このポリアミック酸溶液の溶液粘度は１７０ｍＰａ・ｓで
あった。
合成例３０
　テトラカルボン酸二無水物として２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無
水物２２．４ｇ（０．１モル）およびジアミンとしてシクロヘキサンビス－１，３－（メ
チルアミン）１４．２３ｇ（０．１モル）を、Ｎ－メチル－２－ピロリドン３２９．３ｇ
に溶解し、６０℃で６時間反応を行うことによりポリアミック酸（ＰＡ－２）を１０重量
％含有する溶液３６５ｇを得た。このポリアミック酸溶液の溶液粘度は１１０ｍＰａ・ｓ
であった。
＜ポリイミドの合成＞
合成例３１
　テトラカルボン酸二無水物として２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無
水物２２．４ｇ（０．１モル）ならびにジアミンとしてパラフェニレンジアミン９．７３
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２３ｇ（０．０１モル）を、Ｎ－メチル－２－ピロリドン３３６．２ｇに溶解し、６０℃
で４時間反応を行うことによりポリアミック酸を１０重量％含有する溶液を得た。このポ
リアミック酸溶液の溶液粘度は１２６ｍＰａ・ｓであった。
　次いで、得られたポリアミック酸溶液にＮ－メチル－２－ピロリドン３４８ｇを追加し
、ピリジン７．９ｇおよび無水酢酸１０．２ｇを添加して１１０℃で４時間脱水閉環を行
なった。脱水閉環反応後、系内の溶剤を新たなＮ－メチル－２－ピロリドンで溶媒置換（
本操作にて脱水閉環反応に使用したピリジンおよび無水酢酸を系外に除去した。以下同じ
。）することにより、イミド化率約５４％のポリイミド（ＰＩ－１）を１６．１重量％含
有する溶液約２３０ｇを得た。このポリイミド溶液を少量分取し、Ｎ－メチル－２－ピロ
リドンを加えて重合体濃度１０重量％の溶液として測定した溶液粘度は７５ｍＰａ・ｓで
あった。
合成例３２
　上記合成例３０で得たポリアミック酸（ＰＡ－２）を含有する溶液を、ポリアミック酸
（ＰＡ－２）に換算して１７．５ｇに相当する量だけとり、これにＮ－メチル－２－ピロ
リドン２３２．５ｇ、ピリジン３．８ｇおよび無水酢酸４．９ｇを添加して１１０℃で４
時間脱水閉環を行なった。脱水閉環反応後、系内の溶剤を新たなＮ－メチル－２－ピロリ
ドンで溶媒置換することにより、イミド化率約５０％のポリイミド（ＰＩ－２）を１４．
８重量％含有する溶液約８１ｇを得た。このポリイミド溶液を少量分取し、Ｎ－メチル－
２－ピロリドンを加えて重合体濃度１０重量％の溶液として測定した溶液粘度は６９ｍＰ
ａ・ｓであった。
実施例４１
＜液晶配向剤の調製＞
　（Ａ）重合体として上記合成例２５で得たポリアミック酸（ＰＡ－１）を含有する溶液
をポリアミック酸（ＰＡ－１）に換算して１００重量部に相当する量だけとり、これに（
Ｂ）化合物として上記実施例１で得られた化合物（Ｂ－１）を含有する溶液の化合物（Ｂ
－１）に換算して５０重量部に相当する量を加え、さらにＮ－メチル－２－ピロリドンお
よびブチルセロソルブを加えて、溶媒組成がＮ－メチル－２－ピロリドン：ブチルセロソ
ルブ＝５０：５０（重量比）、固形分濃度が２．５重量％の溶液とした。この溶液を孔径
１μｍのフィルターでろ過することにより、液晶配向剤（Ｓ－１）を調製した。
実施例４２～８９
　（Ａ）重合体および（Ｂ）化合物として、それぞれ第３表に記載の種類のものを同表に
記載の量だけ使用したほかは、上記実施例４１と同様にして液晶配向剤（Ｓ－２）～（Ｓ
－４９）をそれぞれ調製した。
　なお（Ａ）重合体および（Ｂ）化合物は、それぞれ上記合成例または上記実施例で得た
溶液として液晶配向剤の調製に供し、第３表における量は、各溶液に含まれる（Ａ）重合
体または（Ｂ）化合物の量に換算した値である。
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実施例９０
　上記実施例４１で調製した液晶配向剤Ｓ－１を用いて、以下のようにしてＶＡ型液晶表
示素子を製造し、液晶配向性および電圧保持率の評価を行った。
＜ＶＡ型液晶表示素子の製造＞
　上記で調製した液晶配向剤Ｓ－１を、ＩＴＯ膜からなる透明電極付きガラス基板の透明
電極面上にスピンナーを用いて塗布し、８０℃のホットプレートで１分間プレベークを行
った後、窒素に置換したオーブン中で２００℃で１時間ポストベークを行って膜厚０．１
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μｍの塗膜を形成した。この塗膜表面に、Ｈｇ－Ｘｅランプおよびグランテーラープリズ
ムを用いて、３１３ｎｍの輝線を含む偏光紫外線を、塗膜の法線から４０°傾いた方向か
ら１，０００Ｊ／ｍ２照射し、液晶配向膜とした。
　この操作を繰り返して、透明電極面上に液晶配向膜を有する基板を一対（２枚）得た。
　これら一対の基板の各液晶配向膜を形成した面の外周に直径５．５μｍの酸化アルミニ
ウム球入りエポキシ樹脂接着剤をスクリーン印刷により塗布した後、紫外線の光軸の基板
面への射影方向が反平行となるように基板を重ね合わせて圧着し、１５０℃で１時間加熱
して接着剤を熱硬化した。次いで、液晶注入口より一対の基板間に、ネガ型液晶（メルク
社製、ＭＬＣ－６６０８）を充填した後、エポキシ系接着剤で液晶注入口を封止した。さ
らに、液晶注入時の流動配向を除くために、これを１５０℃で加熱してから室温まで徐冷
した。次に、基板の外側両面に、偏光板を、その偏光方向が互いに直交し、且つ、液晶配
向膜の紫外線の光軸の基板面への射影方向と４５°の角度をなすように貼り合わせること
により、ＶＡ型液晶表示素子を製造した。
＜液晶配向性の評価＞
　上記で製造したＶＡ型液晶表示素子につき、直流５Ｖの電圧をオン・オフ（印加・解除
）したときの異常ドメインの有無を光学顕微鏡で観察したところ、上記液晶表示素子には
異常ドメインが観察されず、液晶配向性は「良好」であった。
＜電圧保持率の評価＞
　上記で製造したＶＡ型液晶表示素子に対し、６０℃において５Ｖの電圧を６０マイクロ
秒の印加時間、１６７ミリ秒のスパンで印加した後、印加解除から１６７ミリ秒後の電圧
保持率を測定した。測定装置としては、（株）東陽テクニカ製、ＶＨＲ－１を使用した。
　この電圧保持率が９０％以上であった場合、電圧保持率は「良好」、それ以外の場合を
「不良」として評価したところ、上記液晶表示素子の電圧保持率は「良好」であった。
実施例９１～１１４、１１６、１１８～１３５、１３８および１３９
　液晶配向剤としてそれぞれ第４表に記載のものを使用し、液晶表示素子の製造の際の偏
光紫外線の照射量をそれぞれ第４表に記載の通りとしたほかは、上記実施例９０と同様に
してＶＡ型液晶表示素子を製造し、液晶配向性および電圧保持率の評価を行った。評価結
果は第４表に示した。
実施例１１５
　上記実施例６６で調製した液晶配向剤Ｓ－２６を用いて、以下のようにしてＴＮ型液晶
表示素子を製造し、液晶配向性および電圧保持率の評価を行った。
＜ＴＮ型液晶表示素子の製造＞
　上記で調製した液晶配向剤Ｓ－２６を、ＩＴＯ膜からなる透明電極付きガラス基板の透
明電極面上にスピンナーを用いて塗布し、８０℃のホットプレートで１分間プレベークを
行った後、窒素に置換したオーブン中で２００℃にて１時間加熱することにより、膜厚０
．１μｍの塗膜を形成した。この塗膜の表面に、Ｈｇ－Ｘｅランプおよびグランテーラー
プリズムを用いて、３１３ｎｍの輝線を含む偏光紫外線１，０００Ｊ／ｍ２を基板法線か
ら４０°傾いた方向から照射することにより、液晶配向能を付与して液晶配向膜を形成し
た。
　上記と同じ操作を繰り返し、液晶配向膜を透明導電膜面上に有するガラス基板を１対（
２枚）作製した。
　この１対の基板のそれぞれ液晶配向膜を形成した面の周囲部に、直径５．５μｍの酸化
アルミニウム球を含有するエポキシ樹脂接着剤をスクリーン印刷により塗布した後、偏光
紫外線照射方向が直交となるように基板を重ね合わせて圧着し、１５０℃で１時間加熱し
て接着剤を熱硬化した。次いで、基板の間隙に液晶注入口よりポジ型のネマティック型液
晶（メルク社製、ＭＬＣ－６２２１、カイラル剤入り）を注入して充填した後、エポキシ
系接着剤で液晶注入口を封止した。さらに、液晶注入時の流動配向を除くために、これを
１５０℃で１０分加熱してから室温まで徐冷した。次に、基板の外側両面に、偏光板を、
その偏光方向が互いに直交し、かつ、液晶配向膜の偏光方向と平行となるように貼り合わ
せることにより、ＴＮ型の液晶表示素子を製造した。
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＜液晶配向性の評価＞
　上記で製造したＴＮ型液晶表示素子につき、直流５Ｖの電圧をオン・オフ（印加・解除
）したときの異常ドメインの有無を光学顕微鏡で観察したところ、上記液晶表示素子には
異常ドメインが観察されず、液晶配向性は「良好」であった。
＜電圧保持率の評価＞
　上記で製造したＴＮ型液晶表示素子に対し、６０℃において５Ｖの電圧を６０マイクロ
秒の印加時間、１６７ミリ秒のスパンで印加した後、印加解除から１６７ミリ秒後の電圧
保持率を測定した。測定装置としては、（株）東陽テクニカ製、ＶＨＲ－１を使用した。
　この電圧保持率が９０％以上であった場合、電圧保持率は「良好」、それ以外の場合を
「不良」として評価したところ、上記液晶表示素子の電圧保持率は「良好」であった。
実施例１１７、１３６および１３７
　液晶配向剤としてそれぞれ第４表に記載のものを使用し、液晶表示素子の製造の際の偏
光紫外線の照射量をそれぞれ第４表に記載の通りとしたほかは、上記実施例９０と同様に
してＴＮ型液晶表示素子を製造し、液晶配向性および電圧保持率の評価を行った。評価結
果は第４表に示した。
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発明の効果
　本発明の液晶配向剤は、上記実施例において具体的に明らかにされたように、光配向法
に適用可能な液晶配向剤として従来知られているものに比べてより少ない放射線照射量で
良好な液晶配向性および高い電圧保持率を示す液晶配向膜を形成することができる。それ
ゆえ、この液晶配向膜を液晶表示素子に適用した場合、表示品位に優れる液晶表示素子を
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従来より安価に製造できる。
　かかる本発明の液晶配向剤から形成された液晶配向膜を具備する本発明の液晶表示素子
は、良好な表示品位を有する。したがって、本発明の液晶表示素子は種々の装置に有効に
適用でき、例えば卓上計算機、腕時計、置時計、係数表示板、ワードプロセッサ、パーソ
ナルコンピューター、または液晶テレビなどの装置に好適に用いることができる。
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